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規 則

�愛媛県規則第２２号
家畜改良増殖法施行細則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和元年１０月１８日

愛媛県知事 中 村 時 広

家畜改良増殖法施行細則の一部を改正する規則

第１条 家畜改良増殖法施行細則（昭和２７年愛媛県規則第３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（略称）

第１条 この規則で「法」とは家畜改良増殖法（昭和２５年法律第

２０９号）を、「政令」とは家畜改良増殖法施行令（昭和２５年政令

第２６９号）を、「省令」とは家畜改良増殖法施行規則（昭和２５年

農林省令第９６号）をいう。

（許可証の交付等）

第３条 知事は、法第２４条の規定による許可を与えたときは、別記

第１号様式の家畜人工授精所開設許可証（以下「許可証」とい

う。）を申請者に交付する。

２ 許可証の交付を受けた者は、当該許可証の記載事項に変更を生

じたときは、別記第２号様式の家畜人工授精所開設許可証書換え

交付申請書に許可証を添えて、知事に許可証の書換え交付を申請

することができる。この場合において、その申請が獣医師又は家

畜人工授精師の変更であるときは、獣医師又は家畜人工授精師の

免許証の写しを添付しなければならない。

３ 許可証の交付を受けた者は、当該許可証を亡失し、滅失し、汚

損し、又は破損したときは、別記第３号様式の家畜人工授精所開

設許可証再交付申請書を提出して、知事に許可証の再交付を申請

することができる。この場合において、その申請が許可証の汚損

又は破損に係るものであるときは、許可証を添付しなければなら

ない。

（種付け報告等）

第４条 種畜の飼養者、家畜人工授精所の開設者又は獣医師若しく

は家畜人工授精師は、毎年１月３１日までに、前年中において人工
し

授精又は種付けした頭数及び産仔数を、別記第４号様式の人工授

精（種付け）成績報告書により、知事に報告しなければならな

い。

２ 省略

（変更の届出）

第５条 家畜人工授精所の開設者は、省令第３２条の申請書及びその

添付書類に記載した事項に変更を生じたときは、速やかに別記第

５号様式の家畜人工授精所変更届出書を知事に提出しなければな

らない。ただし、第３条第２項の規定により、許可証の書換え交

付の申請を行つた事項については、この限りでない。

（廃止等の届出）

第６条 家畜人工授精所の開設者は、当該家畜人工授精所を廃止

し、若しくは休止し、又は休止した家畜人工授精所を再開したと

きは、速やかに別記第６号様式の家畜人工授精所廃止（休止・再

開）届出書を知事に提出しなければならない。この場合におい

て、その届出が家畜人工授精所の廃止に係るものであるときは、

許可証を添付しなければならない。

（略称）

第１条 この規則で「法」とは家畜改良増殖法（昭和２５年法律第

２０９号）を

、「省令」とは家畜改良増殖法施行規則（昭和２５年

農林省令第９６号）をいう。

（家畜人工授精所開設の許可証）

第３条 知事は、法第２４条の規定による許可を与えたときは別記第

１号様式の許可証

を申請者に交付する。

（種付け報告等）

第４条 種畜の飼養者、家畜人工授精所の開設者又は獣医師若しく

は家畜人工授精師は、毎年１月３１日までに、前年中において人工
し

授精又は種付けした頭数及び産仔数を、別記第２号様式の報告書

により、知事に報告しなければならな

い。

２ 省略

（家畜人工授精所開設者の変更届）

第５条 家畜人工授精所の開設者は、省令第３２条の申請書及びその

添付書類に記載した事項に変更を生じたときは、速やかに別記第

３号様式の変更届出書 を知事に提出しなければな

らない。

愛 媛 県 報令和元年１０月１８日 第４８号

６１４



第２条 家畜改良増殖法施行細則の一部を次のように改正する。

第１号様式の次に次の２様式を加える

（書類の経由機関）

第７条 法、政令、省令及びこの規則によつて知事に提出する申請

書その他の書類は、獣医師、家畜人工授精師及び家畜人工授精所

に関するものについては提出する者の住所地又は家畜人工授精所

の所在地を管轄する家畜保健衛生所を、その他のものについては

提出する者の住所地を管轄する地方局を経由しなければならな

い。

第１号様式（第３条、第５条、第６条、第２号様式、第３号様式、

第６号様式関係） 家畜人工授精所開設許可証

（書類の経由機関）

第６条 法 、省令及びこの規則によつて知事に提出する申請

書その他の書類は、獣医師、家畜人工授精師及び家畜人工授精所

に関するものについては提出する者の住所地又は家畜人工授精所

の所在地を管轄する家畜保健衛生所を、その他のものについては

提出する者の住所地を管轄する地方局を経由しなければならな

い。

第１号様式（第３条関係）

省略 省略

第４号様式（第４条関係） 人工授精（種付け）成績報告書 第２号様式（第４条関係）

省略 省略

注 省略

第５号様式（第５条関係） 家畜人工授精所変更届出書

家畜人工授精所変更届出書

省略

注 省略

第３号様式（第５条関係）

家畜人工授精所開設者の変更届出書

省略

愛 媛 県 報令和元年１０月１８日 第４８号

６１５



第２号様式（第３条関係） 家畜人工授精所開設許可証書換え交付申請書

愛 媛 県 報令和元年１０月１８日 第４８号

６１６



第３号様式（第３条関係） 家畜人工授精所開設許可証再交付申請書

愛 媛 県 報令和元年１０月１８日 第４８号

６１７



第５号様式の次に次の１様式を加える。

愛 媛 県 報令和元年１０月１８日 第４８号

６１８



第６号様式（第６条関係） 家畜人工授精所廃止（休止・再開）届出書

愛 媛 県 報令和元年１０月１８日 第４８号

６１９



告 示

�������
�愛媛県告示第６１７号
次の保安林の指定施業要件を変更する旨の通知を受けたから、森

林法（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の３において準用する同法第

３０条の規定により告示する。

令和元年１０月１８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 指定施業要件の変更予定に係る保安林の所在場所

南宇和郡愛南町（国有林。次の図に示す部分に限る。）、愛南

町（次の図に示す部分に限る。）

２ 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

３ 変更後の指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 次の森林については、主伐は、択伐による。

南宇和郡愛南町（次の図に示す部分に限る。）

イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係

書類を愛媛県庁及び愛南町役場に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第６１８号
保安林の指定施業要件を変更する旨の通知（令和元年７月愛媛県

告示第２６１号）に係る通知の相手方又はその所在が不分明であるの

で、森林法（昭和２６年法律第２４９号）第１８９条の規定により、その通

知の内容を大洲市役所及び内子町役場の掲示場に掲示するとともに、

次のとおりその要旨を告示する。

令和元年１０月１８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 指定施業要件の変更予定に係る保安林の所在場所及び不分明又

は所在が不分明である通知の相手方

２ 保安林として指定された目的
かん

水源の涵養

３ 変更後の指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐に係る伐採種は、定めない。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係

書類を愛媛県庁並びに大洲市役所及び内子町役場に備え置いて縦覧

に供する。）

�������
�愛媛県告示第６１９号
保安林の指定施業要件を変更する旨の通知（令和元年７月愛媛県

告示第２６１号）に係る通知の相手方又はその所在が不分明であるの

で、森林法（昭和２６年法律第２４９号）第１８９条の規定により、その通

知の内容を大洲市役所及び内子町役場の掲示場に掲示するとともに、

次のとおりその要旨を告示する。

令和元年１０月１８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 指定施業要件の変更予定に係る保安林の所在場所及び不分明又

は所在が不分明である通知の相手方

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県告示第６１６号
愛媛県卸売市場条例（昭和４７年愛媛県条例第２５号）第８条の規定に基づき、卸売業者から次のとおり卸売の業務を廃止した旨の届出があ

った。

令和元年１０月１８日

愛媛県知事 中 村 時 広

廃 止 年 月 日
卸 売 業 者 卸売の業務を行っていた地方卸売市場

の名称
廃 止 し た
取 扱 品 目
の 部 類住 所 又 は 所 在 地 氏 名 又 は 名 称

令和元年９月３０日 松山市永木町二丁目３番地９ 伊予青果海産協同組合 伊予青果海産協同組合地方卸売市場 青 果

保安林の所在場所 不分明又は所在が不分明であ
る通知の相手方 備 考

喜多郡内子町（次の図に
示す部分に限る。）

喜多郡内子町大字論田５番耕
地１９６番地１
井 上 ヨシコ

森林所有者

大洲市（次の図に示す部
分に限る。）

大洲市河辺町北平乙４１５５番地
２
永 田 澄 恵

森林所有者

喜多郡内子町（次の図に
示す部分に限る。） 寺 岡 フ ユ 森林所有者

大洲市（次の図に示す部
分に限る。）

大洲市河辺町北平乙４１９５番地

本 山 マサヨ
森林所有者

大洲市（次の図に示す部
分に限る。）

大洲市河辺町北平乙４２５０番地

壽 野 嵩
森林所有者

愛 媛 県 報令和元年１０月１８日 第４８号

６２０
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２ 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

３ 変更後の指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 次の森林については、主伐は、択伐による。

大洲市（次の図に示す部分に限る。）、内子町（次の図に

示す部分に限る。）

イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係

書類を愛媛県庁並びに大洲市役所及び内子町役場に備え置いて縦覧

に供する。）

�������
�愛媛県告示第６２０号
次の区域及び区分の特定第２号漁業者の同意は漁業災害補償法

（昭和３９年法律第１５８号）第１０８条第２項に規定する要件に適合する

と認めるので、同条第５項において準用する同法第１０５条の２第４

項の規定に基づき、次のとおり公示する。

令和元年１０月１８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第６２１号
急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和４４年法律第

５７号）第３条第１項の規定により、次の区域を急傾斜地崩壊危険区

域として指定する。

その関係図面は、愛媛県庁並びに関係の地方局土木事務所及び市

役所において縦覧に供する。

令和元年１０月１８日

愛媛県知事 中 村 時 広

沢津

次に掲げる地番の土地に存する標柱１号から標柱１３号までを順次

結んだ線及び標柱１３号と標柱１号を結んだ線に囲まれた区域

�愛媛県告示第６２２号
製造の請負等に係る競争入札の参加者の資格及び資格審査に関する要綱（平成８年２月愛媛県告示第１９２号）の一部を次のように改正し、

告示の日から施行する。

改正後の製造の請負等に係る競争入札の参加者の資格及び資格審査に関する要綱の規定は、令和２年度以後の製造の請負等に係る競争入

札に参加する者に必要な資格及び資格審査について適用し、令和元年度の製造の請負等に係る競争入札に参加する者に必要な資格及び資格

審査については、なお従前の例による。

保安林の所在場所 不分明又は所在が不分明であ
る通知の相手方 備 考

喜多郡内子町（次の図に
示す部分に限る。）

今治市阿方１８８番地１

井手本 政 邦
森林所有者

大洲市（次の図に示す部
分に限る。）

大洲市河辺町大字北平１８６番
戸
寄 本 安次郎

森林所有者

喜多郡内子町（次の図に
示す部分に限る。）

大阪府枚方市東中振一丁目６４
番７号
亀 岡 保 利

森林所有者

大洲市（次の図に示す部
分に限る。）

上浮穴郡浮穴村大字小屋１０３
番戸
菊 地 ヨ シ

森林所有者

大洲市（次の図に示す部
分に限る。）

大洲市河辺町北平２８２７番地

栗 田 重 男
森林所有者

大洲市（次の図に示す部
分に限る。）

大洲市河辺町北平２８２７番地

栗 田 正 春
森林所有者

大洲市（次の図に示す部
分に限る。）

大洲市河辺町北平２８２７番地

栗 田 増 雄
森林所有者

大洲市（次の図に示す部
分に限る。）

大洲市河辺町北平乙２８００番地

幸 田 重 榮
森林所有者

大洲市（次の図に示す部
分に限る。）

大洲市河辺町北平乙２８１２番地

高 木 愛 子
森林所有者

大洲市（次の図に示す部
分に限る。）

大洲市河辺町北平乙２８１２番地

高 木 富 博
森林所有者

喜多郡内子町（次の図に
示す部分に限る。）

喜多郡内子町大瀬中央６６８８番
地
黒 田 又 市

森林所有者

大洲市（次の図に示す部
分に限る。）

大洲市河辺町北平３９０３番地１

山 崎 明 男
森林所有者

喜多郡内子町（次の図に
示す部分に限る。）

喜多郡内子町大瀬子９１７番地

松 本 五郎衛
森林所有者

喜多郡内子町（次の図に
示す部分に限る。）

喜多郡内子町大瀬辰７８０番地

西 岡 宏
森林所有者

喜多郡内子町（次の図に
示す部分に限る。）

喜多郡内子町大字石畳甲１５０９
番地
西 本 勇 記

森林所有者

喜多郡内子町（次の図に
示す部分に限る。）

松山市泉町１１５番地５

大 野 正 男
森林所有者

喜多郡内子町（次の図に
示す部分に限る。）

喜多郡内子町大瀬辰６９８番地

冨 士 渕 實
森林所有者

大洲市（次の図に示す部
分に限る。）

大洲市河辺町北平２８２５番地

福 宮 清 光
森林所有者

区 域 区 分

深浦区域（愛南漁業協同
組合の地区のうち、旧深
浦漁業協同組合の地区）

主としてまき網を使用して営む漁業

深浦区域（愛南漁業協同
組合の地区のうち、旧深
浦漁業協同組合の地区）

�から�までに掲げる漁業以外の漁業

市 町 字 地 番 標 柱

今治市 伯方町木浦 沢津 甲３７５６番 １号、２号

乙１０６１番 ３号、４号

乙１０６８番 ５号

甲３７７８番１ ６号

乙１０７６番２ ７号

甲３８１９番１ ８号、１１号

甲３８１９番４ ９号、１０号

甲３８１０番 １２号

甲３７８９番 １３号

愛 媛 県 報令和元年１０月１８日 第４８号

６２１



令和元年１０月１８日

愛媛県知事 中 村 時 広

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（資格）

第２条 省略

２ 前項の規定による審査（以下「資格審査」という。）は、次に

掲げる要件の全てを満たす者でなければ、受けることができな

い。

� 省略

� 所得税又は法人税並びに特別法人事業税（本県分に限る。以

下同じ。）及び地方法人特別税（本県分に限る。以下同じ。）

並びに消費税について未納がないこと。

（資格）

第２条 省略

２ 前項の規定による審査（以下「資格審査」という。）は、次に

掲げる要件の全てを満たす者でなければ、受けることができな

い。

� 省略

� 所得税又は法人税

及び地方法人特別税（本県分に限る。以下同じ。）

並びに消費税について未納がないこと。

（資格審査の申請）

第３条 省略

２ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならな

い。ただし、国内に事務所又は事業所を有しない者にあっては、

第３号から第５号までに掲げる書類を添付しないことができる。

�～� 省略

� 県税（地方消費税を除く。）並びに特別法人事業税及び地方

法人特別税について未納がない旨の証明書

� 省略

第６条 省略

（公表）

第７条 知事は、資格を有すると認められた者の名簿を作成し、こ

れをインターネットの利用その他の適切な方法により公表するも

のとする。

第８条 省略

様式第１号（第３条関係） 競争入札参加資格審査申請書

（資格審査の申請）

第３条 省略

２ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならな

い。ただし、国内に事務所又は事業所を有しない者にあっては、

第３号から第５号までに掲げる書類を添付しないことができる。

�～� 省略

� 県税（地方消費税を除く。） 及び地方

法人特別税について未納がない旨の証明書

� 省略

第６条 省略

第７条 省略

様式第１号（第３条関係） 競争入札参加資格審査申請書

省略 省略

省略

郵便番号 □□□―□□□□

住所（法人にあっては、主たる

事務所又は事業所の所在地）

申請者

商号又は名称

氏名（法人にあっては、代表者 （実印）

の職名及び氏名）

省略

なお、この申請書及び添付書類の全ての記載事項について

は、事実と相違ないことを誓約します。

また、この申請書及び添付書類の記載事項の一部を公表す

ることに同意します。

１～５ 省略

省略

郵便番号 □□□―□□□□

住所（法人にあっては、主たる

事務所又は事業所の所在地）

申請者

商号又は名称

氏名（法人にあっては、代表者 �

の職名及び氏名）

省略

なお、この申請書及び添付書類の全ての記載事項について

は、事実と相違ないことを誓約します。

１～５ 省略

注 省略

様式第５号（第６条関係） 競争入札参加資格審査申請書等記載事

項変更等届出書

注 省略

様式第５号（第６条関係） 競争入札参加資格審査申請書等記載事

項変更等届出書

省略

郵便番号 □□□―□□□□

住所（法人にあっては、主たる

事務所又は事業所の所在地）

省略

郵便番号 □□□―□□□□

住所（法人にあっては、主たる

事務所又は事業所の所在地）

愛 媛 県 報令和元年１０月１８日 第４８号

６２２
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�愛媛県告示第６２３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、東予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和元年１０月１８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第６２４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和元年１０月１８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第６２５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、東予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和元年１０月１８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第６２６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局今治土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和元年１０月１８日

愛媛県知事 中 村 時 広

届出者 商号又は名称

氏名（法人にあっては、 （実印）

代表者の職名及び氏名）

省略

届出者 商号又は名称

氏名（法人にあっては、 �

代表者の職名及び氏名）

省略

省略 省略

注１ 省略

２ 変更内容の欄に氏名を記入する場合にあっては、振り仮

名を付けること。

注 省略

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 西条�万線
西条市西之川字老野丁１４３番３から

同字丁７７番１まで

旧 ４．３～１９．１ ０．２１０

新 １０．９～５１．７
６．９～６．９

０．２１０
０．００８

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 西条�万線
西条市西之川字老野丁１４２番１２から

同字丁７７番３まで
令和元年１０月２２日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 国領高木線
新居浜市坂井町三丁目甲３３９３番３地先から

同町三丁目甲３３９３番４まで

旧 ８．８～１０．２ ０．０４２

新 １０．９～１２．２ ０．０４２

愛 媛 県 報令和元年１０月１８日 第４８号

６２３
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�公 告

准看護師試験の施行について

保健師助産師看護師法（昭和２３年法律第２０３号）第１８条の規定

により、令和元年度准看護師試験を次のとおり施行する。

令和元年１０月１８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 試験の場所

松山市道後町２丁目１１－１４

愛媛看護研修センター ２階大研修室

２ 試験の日時

令和２年２月１４日（金）１２時３０分

３ 試験願書の提出期間

令和元年１２月６日（金）から１３日（金）１７時まで。

ただし、郵送による場合は、同日までの消印のあるものは、受

け付ける。

４ 受験願書の請求先及び提出先

〒７９０―８５７０

松山市一番町四丁目４番地２

愛媛県保健福祉部社会福祉医療局医療対策課

�愛媛県告示第６２７号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

令和元年１０月１８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�公 告

ふぐ取扱者試験の施行について

愛媛県ふぐの取扱いに関する条例（昭和２７年愛媛県条例第６３号）第４条の規定による令和元年度ふぐ取扱者試験を次のとおり施行する。

令和元年１０月１８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 試験の日時及び場所

試 験 別 日 時 場 所

学 科 試 験 令和２年１月３１日（金）午後１時３０分
松山市一番町四丁目４番地２

愛 媛 県 庁

実 地 試 験 令和２年３月１１日（水）午前１０時
松山市勝山町一丁目１番５

愛媛調理製菓専門学校

２ 受験願書の提出期間

令和元年１２月１６日（月）から２４日（火）まで。ただし、郵送による場合は、同日までの消印のあるものは、受け付ける。

３ 受験願書の提出先

県内居住者については住所地を管轄する保健所と、県外居住者については愛媛県保健福祉部健康衛生局薬務衛生課とする。

４ 試験科目

試験は、次に掲げる科目について学科試験を行い、学科試験の合格者について実地試験を行う。

� 衛生法規

� 食品衛生学

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－２８）第１６９１１号 平成２８年
８月２５日 �滝野産業 田中 真麻 南宇和郡愛南町城辺乙１２

６５－１
令和元年
９月２日 管工事業 建設業の廃止

（般－２６）第１６５９６号 平成２６年
１１月２７日 �皇輝工業 竹中 賢雄 西宇和郡伊方町九町字浦

安１－１０５２－１
令和元年
９月３日 機械器具設置工事業 建設業の廃止

（般－２７）第１４５２１号 平成２７年
６月７日 �高本建工 高本甲子生 大洲市森山乙４７６ 令和元年

９月１７日 内装仕上工事業 建設業の廃止

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 今治丹原線
今治市朝倉下甲１２０４番４から

同市朝倉下甲２８１番６まで
令和元年１０月１８日

愛 媛 県 報令和元年１０月１８日 第４８号

６２４
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令和２年度から令和４年度までにおいて県が発注する製造の請負、

物件の売買、役務の提供その他の契約（建設工事及び森林整備工事

並びにこれらに付随する測量、調査又は設計の業務委託に係る契約

を除く。以下「製造の請負等」という。）に係る一般競争入札又は

指名競争入札（以下「競争入札」という。）に参加する者に必要な

資格（ 以下「資格」という。） 並びにその審査の申請（以下

「申請」という。）の時期及び方法等を、次のとおり定めた。

令和元年１０月１８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 営業種別

� 文具・事務用機器類

� 機械器具類

� 自動車・舟艇類

� 印刷・製本類

� 薬品類

� 石油・燃料類

� 工事材料類

� 家具類

	 その他

２ 製造の請負等に係る競争入札に参加することができない者

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１

項各号のいずれかに該当する者

� 地方自治法施行令第１６７条の４第２項（同令第１６７条の１１第１

項において準用する場合を含む。）の規定により県の入札に参

加させないこととされている者

３ 資格

� 競争入札に参加することができる者は、製造の請負等に係る

競争入札の参加者の資格及び資格審査に関する要綱（平成８年

２月愛媛県告示第１９２号）第２条第２項各号に掲げる要件のす

べてを満たす者であって、同条第１項の規定による審査（以下

「資格審査」という。）を受け、適格と認められたものとする。

� �の規定にかかわらず、次のいずれかに該当する者は、資格
を有しないものとする。

ア 営業に必要な許可、認可等を得ていない者

イ 資格審査を申請する日前２年間において、振り出した手形

又は小切手が不渡りとなり、銀行当座取引を停止されている

者

４ 申請の時期

令和元年１１月１１日（月）から１２月１３日（金）までの執務時間中

（午前８時３０分から午後５時１５分まで）とする。

なお、その後も、随時、申請を受け付けるが、この場合には、

競争入札に間に合わないことがある。

５ 申請書類の交付方法及び提出先

� 交付方法

県ホームページの申請書等電子配布サービス（http://www.pref

.ehime.jp/kense/denshigyose/shinsesho/index.html）によるほ

か、別表に掲げる申請書類の提出先のいずれかに対し請求があ

れば交付する。

� 提出先

別表のとおりとする。

６ 申請書類の作成に用いる言語及び通貨

� 申請書類の作成に用いる言語は、原則として、日本語とする

こと。

� 申請書類のうち、外国語で記載したものは、日本語の訳文を

付記し、又は添付すること。

� 申請書類の金額欄については、外国の通貨単位によらず、出

納官吏事務規程（昭和２２年大蔵省令第９５号）第１６条に規定する

外国貨幣換算率により日本国通貨に換算して記載すること。

７ 資格の審査結果の通知

申請者には、資格の審査結果を文書で通知する。

８ 資格の効力

資格は、令和２年度から令和４年度までの製造の請負等に係る

競争入札について効力を有する。

９ 令和５年度から令和７年度までの資格審査

令和５年度から令和７年度までの製造の請負等に係る競争入札

に参加する者の資格については、令和４年１０月に公示を行う予定

であるので、当該公示に基づき申請書類を提出すること。

１０ 問い合わせ先

愛媛県出納局会計課用品調達係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話（０８９）９１２―２１５６

� 魚類学

５ その他

受験についての必要事項は、受験票により指示する。
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別表（５関係）

申 請 書 類 の 提 出 先 申 請 者 の 住 所

愛媛県出納局会計課用品調達係
〒７９０－８５７０
松山市一番町４－４－２
電話番号 ０８９－９１２－２１５６

松山市、伊予市、東温市、�
万高原町、松前町、砥部町、
県外

東予地方局総務企画部総務県民課総務係
〒７９３－８５１６
西条市喜多川７９６－１
電話番号 ０８９７－５６－１３００（内線２０５）

又は
東予地方局今治支局総務県民室総務県民・防災対策グループ
〒７９４－８５０２
今治市旭町１－４－９
電話番号 ０８９８－２３－２５００（内線２０１）

新居浜市、西条市、四国中央
市

今治市、上島町

南予地方局総務企画部総務県民課総務係
〒７９８－８５１１
宇和島市天神町７－１
電話番号 ０８９５－２２－５２１１（内線２０５）

又は
南予地方局八幡浜支局総務県民室総務県民グループ
〒７９６－００４８
八幡浜市北浜１－３－３７
電話番号 ０８９４－２２－４１１１（内線２１０）

宇和島市、松野町、鬼北町、
愛南町

八幡浜市、大洲市、西予市、
内子町、伊方町
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監 査 公 表

�公表第４号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第９項の規定により、

監査の結果を次のとおり公表する。

令和元年１０月１８日

愛媛県監査委員 本 田 和 良

同 永 井 一 平

同 越 智 忍

同 毛 利 修 三

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

総 務 管 理 課 令和元年８月２０日

人 事 課 令和元年８月２０日

市 町 振 興 課 令和元年８月２０日

私 学 文 書 課 令和元年８月２０日

財 政 課 令和元年８月３０日

行 革 分 権 課 令和元年９月６日

税 務 課 令和元年９月６日

総 合 政 策 課 令和元年９月２日

自 転 車 新 文 化 推 進 課 令和元年９月２日

秘 書 課 令和元年９月２日

広 報 広 聴 課 令和元年９月２日

統 計 課 令和元年９月２日

情 報 政 策 課 令和元年９月２日

地 域 政 策 課 令和元年８月２６日

交 通 対 策 課 令和元年８月２６日

地 域 ス ポ ー ツ 課 令和元年８月２６日

競 技 ス ポ ー ツ 課 令和元年８月２６日

文 化 振 興 課 令和元年８月２７日

ま な び 推 進 課 令和元年８月２７日

県 民 生 活 課 令和元年８月９日

男 女 参 画 ・ 県 民 協 働 課 令和元年８月９日

人 権 対 策 課 令和元年８月９日

消 防 防 災 安 全 課 令和元年９月６日

防 災 危 機 管 理 課 令和元年９月６日

原 子 力 安 全 対 策 課 令和元年９月６日

環 境 政 策 課 令和元年８月２３日

循 環 型 社 会 推 進 課 令和元年８月２３日

自 然 保 護 課 令和元年８月２３日

保 健 福 祉 課 令和元年８月３０日

医 療 対 策 課 令和元年８月３０日

医 療 保 険 課 令和元年８月３０日

健 康 増 進 課 令和元年８月２３日

薬 務 衛 生 課 令和元年８月２３日

子 育 て 支 援 課 令和元年８月２３日

障 が い 福 祉 課 令和元年８月２３日

長 寿 介 護 課 令和元年８月２３日

産 業 政 策 課 令和元年８月２０日

企 業 立 地 課 令和元年８月２０日

労 政 雇 用 課 令和元年８月２０日

産 業 創 出 課 令和元年８月２６日

経 営 支 援 課 令和元年８月２６日

観 光 物 産 課 令和元年８月２６日

国 際 交 流 課 令和元年８月２６日

農 政 課 令和元年８月２７日

農 業 経 済 課 令和元年８月２７日

ブ ラ ン ド 戦 略 課 令和元年８月２７日

農 地 整 備 課 令和元年８月２７日

農 産 園 芸 課 令和元年８月２７日

畜 産 課 令和元年８月２７日

林 業 政 策 課 令和元年９月４日

森 林 整 備 課 令和元年９月４日

漁 政 課 令和元年８月３０日

水 産 課 令和元年８月３０日

漁 港 課 令和元年８月３０日

土 木 管 理 課 令和元年９月２日

用 地 課 令和元年９月２日

河 川 課 令和元年８月２８日

水 資 源 対 策 課 令和元年８月２８日

港 湾 海 岸 課 令和元年８月２８日

砂 防 課 令和元年８月２８日

道 路 建 設 課 令和元年９月４日

道 路 維 持 課 令和元年９月４日

都 市 計 画 課 令和元年９月４日

都 市 整 備 課 令和元年９月４日

建 築 住 宅 課 令和元年９月４日

出 納 局 令和元年９月６日

人 事 委 員 会 事 務 局 令和元年８月８日

議 会 事 務 局 令和元年９月４日

監 査 事 務 局 令和元年９月６日

労 働 委 員 会 事 務 局 令和元年８月８日

（監査の結果）

平成３０年度における予算の執行その他について、それぞれ監査を実施

したところ、おおむね良好であったが、次の事項が認められた。

１ 政治資金関係文書に係る手数料について、納期限内の収入の確保に

努めるとともに適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

３０年度 １者 ２７０ 平成３０年度決
算による

（市町振興課）

２ 収入未済の行政代執行費用（高濃度ＰＣＢ廃棄物の処分に係るもの）

について、納期限内の収入の確保に努めるとともに適切に債権管理さ

れたい。
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調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

３０年度 １者 ６４５，２８２ 平成３０年度決
算による

（循環型社会推進課）

３ 収入未済の生活安定資金貸付金償還金について、適切に債権管理さ

れたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１６年度及び１７年度 ５０５者 ４４，６５８，２６０ 平成３０年度決
算による

（保健福祉課）

４ 看護職員修学資金貸付金償還金について、収入未済額の縮減に、引

き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

３０年度 ０ ６４８，０００ ６４８，０００

２９年度 ０ １，８００，０００ １，８００，０００
金額は各
年度の決
算による

差引増減 ０ △１，１５２，０００ △１，１５２，０００

（医療対策課）

５ 収入未済の延滞金（看護職員修学資金貸付金償還金に伴うもの）に

ついて、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２６年度・２７年度 ２者 ５８，８１２ 平成３０年度決
算による

（医療対策課）

６ 児童扶養手当返還金について、納期限内の収入確保と収入未済額の

縮減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

３０年度 １２６，８７０ ９０７，８７０ １，０３４，７４０

２９年度 ０ １，２３８，０３０ １，２３８，０３０
金額は各
年度の決
算による

差引増減 １２６，８７０ △３３０，１６０ △２０３，２９０

（子育て支援課）

７ 母子父子寡婦福祉資金特別会計における母子・寡婦福祉資金貸付金

償還金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、引き続

き努められたい。

（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

３０年度 ６，５２４，５７８ ２４６，２３５，３９１ ２５２，７５９，９６９

２９年度 ８，００８，９５２ ２４６，７７３，７７２ ２５４，７８２，７２４
金額は各
年度の決
算による

差引増減 △１，４８４，３７４ △５３８，３８１ △２，０２２，７５５

（寡婦福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

３０年度 ２４１，８４４ １９，９１６，１９４ ２０，１５８，０３８

２９年度 １９０，５４４ ２０，０５８，８２７ ２０，２４９，３７１
金額は各
年度の決
算による

差引増減 ５１，３００ △１４２，６３３ △９１，３３３

（子育て支援課）

８ 収入未済の心身障害者扶養共済年金過払金について、適切に債権管

理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２９年度 １者 ３０，０００ 平成３０年度決
算による

（障がい福祉課）

９ 収入未済の企業立地促進事業費補助金返還金について、適切に債権

管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１９年度 １者 ３４，７９６，０００ 平成３０年度決
算による

（企業立地課）

１０ 収入未済の地域改善対策職業訓練受講資金等貸付金償還金について、

適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１７年度 １者 ８，７００ 平成３０年度決
算による

（労政雇用課）

１１ 中小企業振興資金特別会計における収入未済の違約金（貸付金償還

金に伴うもの）について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２９年度 １者 ５，２４６，４６０ 平成３０年度決
算による

（経営支援課）

１２ 高速道路を利用して通勤している職員（１名）の通勤手当について、

届出と違う経路で通勤していたにもかかわらず、所属において事後の

確認を怠っていたため、１７１，０５２円（平成３０年１２月から令和元年６月

分）が過支給となっていた。

（経営支援課）

１３ 林業改善資金特別会計における林業改善資金貸付金償還金について、

収入未済額の縮減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

３０年度 ０ ６４，３９２，８９０ ６４，３９２，８９０

２９年度 ０ ６６，５５２，８９０ ６６，５５２，８９０
金額は各
年度の決
算による

差引増減 ０ △２，１６０，０００ △２，１６０，０００

（林業政策課）

１４ 林業改善資金特別会計における収入未済の違約金（貸付金償還金に

伴うもの）について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１９年度～２１年度 ３者 １，０５５，３５５ 平成３０年度決
算による

（林業政策課）

１５ 県有林経営事業特別会計については、昭和５９年度以降歳入不足額が

生じ、毎年度繰上充用の措置が講じられているところであるが、平成

３０年度末の歳入不足額は２２億６，１２４万円と、前年度より３，３９２万円減少

したものの、平成３０年度の木材価格は県営林経営改善計画策定当時

（平成１１年度）の５割程度にまで下落していることから、平成２７年３

月に見直しを行った県営林経営改善計画を着実に実行するなど、今後

の健全な経営に向けて、より一層努められたい。

（森林整備課）

１６ 沿岸漁業改善資金特別会計における沿岸漁業改善資金貸付金償還金

について、収入未済額の縮減に、引き続き努められたい。
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区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

３０年度 ０ １，７１０，０００ １，７１０，０００

２９年度 ０ １，８９１，０００ １，８９１，０００
金額は各
年度の決
算による

差引増減 ０ △１８１，０００ △１８１，０００

（漁政課）

１７ 沿岸漁業改善資金特別会計における収入未済の違約金（貸付金償還

金に伴うもの）について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２２年度 １者 ９６９，５１７ 平成３０年度決
算による

（漁政課）

１８ 住宅貸付損害金について、適切に債権管理するとともに、収入未済

額の縮減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

３０年度 ５３２，３２９ ２６，７２０，１０７ ２７，２５２，４３６

２９年度 １，２０４，０３２ ２６，２６４，６００ ２７，４６８，６３２
金額は各
年度の決
算による

差引増減 △６７１，７０３ ４５５，５０７ △２１６，１９６

（建築住宅課）

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

東 予 地 方 局

総 務 企 画 部 令和元年７月１１日

今 治 支 局 令和元年７月９日、
令和元年７月１１日

健 康 福 祉 環 境 部 令和元年７月９日、
令和元年７月１１日

四 国 中 央 保 健 所 令和元年７月１１日

産 業 経 済 部 令和元年７月９日、
令和元年７月１０日

東 予 家 畜 保 健 衛 生 所 令和元年７月１０日

建 設 部 令和元年７月１１日

四 国 中 央 土 木 事 務 所 令和元年７月１１日

今 治 土 木 事 務 所 令和元年７月９日

鹿 森 ダ ム 管 理 事 務 所 令和元年７月１１日

黒 瀬 ダ ム 管 理 事 務 所 令和元年７月１１日

玉 川 ダ ム 管 理 事 務 所 令和元年７月９日

台 ダ ム 管 理 事 務 所 令和元年７月９日

出 納 室 令和元年７月１１日

（監査の結果）

平成３０年度における予算の執行その他について、それぞれ監査を実施

したところ、おおむね良好であったが、次の事項が認められた。

１ 県税について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、引き続

き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

３０年度 １５９，２５３，８４０ ２４５，１２７，２９２ ４０４，３８１，１３２

２９年度 １６４，７６５，０４２ ３４１，２４０，３９１ ５０６，００５，４３３金額は各
年度の決
算による

差引増減 △５，５１１，２０２ △９６，１１３，０９９ △１０１，６２４，３０１

（総務企画部）

２ 生活保護費戻入金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮

減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

３０年度 ９０，０００ ２３７，０２０ ３２７，０２０

２９年度 ０ ２７９，５０５ ２７９，５０５
金額は各
年度の決
算による

差引増減 ９０，０００ △４２，４８５ ４７，５１５

（健康福祉環境部）

３ 母子父子寡婦福祉資金特別会計における母子・父子・寡婦福祉資金

貸付金償還金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、

より一層努められたい。

（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

３０年度 １０，４７６，４２７ ４３，８５５，７７８ ５４，３３２，２０５

２９年度 ９，６６６，５６４ ３８，００７，３０１ ４７，６７３，８６５
金額は各
年度の決
算による

差引増減 ８０９，８６３ ５，８４８，４７７ ６，６５８，３４０

（父子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

３０年度 ９４，０００ ２３，５００ １１７，５００

２９年度 ２３，５００ ０ ２３，５００
金額は各
年度の決
算による

差引増減 ７０，５００ ２３，５００ ９４，０００

（寡婦福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

３０年度 ２８６，８８１ １，８５２，８４３ ２，１３９，７２４

２９年度 ２１０，９４９ １，６９５，０７４ １，９０６，０２３
金額は各
年度の決
算による

差引増減 ７５，９３２ １５７，７６９ ２３３，７０１

（健康福祉環境部）

４ 職員の不注意により公用車による事故が発生（１件）し、相手方の

人的被害があったほか、当該車両及び相手方車両の毀損があり、県に

多額の損害を与えた。

（産業経済部）

５ 住宅貸付料について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、

引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

３０年度 ５４９，８００ ５，１２５，４００ ５，６７５，２００

２９年度 ４６５，０００ ６，１９１，６００ ６，６５６，６００
金額は各
年度の決
算による

差引増減 ８４，８００ △１，０６６，２００ △９８１，４００

（建設部）
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６ 住宅貸付料について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、

引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

３０年度 １，０３８，０００ １，３４６，２００ ２，３８４，２００

２９年度 ７１１，４００ ２，００８，７００ ２，７２０，１００
金額は各
年度の決
算による

差引増減 ３２６，６００ △６６２，５００ △３３５，９００

（建設部（今治土木事務所））

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

中 予 地 方 局

総 務 企 画 部 令和元年７月２５日

健 康 福 祉 環 境 部 令和元年７月２５日

産 業 経 済 部 令和元年７月２５日

中 予 家 畜 保 健 衛 生 所 令和元年７月２５日

建 設 部 令和元年７月２５日

� 万 高 原 土 木 事 務 所 令和元年７月２５日

出 納 室 令和元年７月２５日

（監査の結果）

平成３０年度における予算の執行その他について、それぞれ監査を実施

したところ、おおむね良好であったが、次の事項が認められた。

１ 県税について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、引き続

き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

３０年度 ２４６，１７４，４８６ ３８８，００８，５２０ ６３４，１８３，００６

２９年度 ２５１，７１５，３７２ ５２８，８５９，２６９ ７８０，５７４，６４１
金額は各
年度の決
算による

差引増減 △５，５４０，８８６ △１４０，８５０，７４９ △１４６，３９１，６３５

（総務企画部）

２ 生活保護費戻入金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮

減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

３０年度 ２，２７５，４５０ １４，０５０，３１０ １６，３２５，７６０

２９年度 ２，１０４，２２０ １２，０６１，０９０ １４，１６５，３１０
金額は各
年度の決
算による

差引増減 １７１，２３０ １，９８９，２２０ ２，１６０，４５０

（健康福祉環境部）

３ 母子父子寡婦福祉資金特別会計における母子・寡婦福祉資金貸付金

償還金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、引き続

き努められたい。

（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

３０年度 １，８９５，０３０ ８，３８８，２８６ １０，２８３，３１６

２９年度 １，８７５，６２２ ８，８１７，６５３ １０，６９３，２７５
金額は各
年度の決
算による

差引増減 １９，４０８ △４２９，３６７ △４０９，９５９

（寡婦福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

３０年度 １２７，１２８ １，１１７，０５８ １，２４４，１８６

２９年度 １２７，１２８ １，６７８，４１２ １，８０５，５４０
金額は各
年度の決
算による

差引増減 ０ △５６１，３５４ △５６１，３５４

（健康福祉環境部）

４ 住宅貸付料について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、

一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

３０年度 ５，６７８，７８７ １９，２８０，５３０ ２４，９５９，３１７

２９年度 ６，２３６，６０２ １７，８８１，３３０ ２４，１１７，９３２
金額は各
年度の決
算による

差引増減 △５５７，８１５ １，３９９，２００ ８４１，３８５

（建設部）

５ 収入未済の前払金余剰額に対する利息（工事請負契約の解除に伴う

もの）について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２８年度 １者 ５，７９４ 平成３０年度決
算による

（建設部）

６ 収入未済の河川不法投棄処分費負担金について、適切に債権管理さ

れたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２９年度 １者 ２４８，４００ 平成３０年度決
算による

（建設部）

７ 職員の不注意により公用車による事故が発生（５件）し、当該車両

及び相手方車両の毀損があった。

（建設部）

８ 収入未済の違約金及び前払金余剰額に対する利息（いずれも工事請

負契約の解除に伴うもの）について、適切に債権管理されたい。

（違約金）

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２６年度 １者 ２７０，１００ 平成３０年度決
算による

（利息）

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２６年度 １者 ２４７，８８５ 平成３０年度決
算による

（建設部（�万高原土木事務所））

９ 職員の不注意により公用車による事故が発生（２件）し、当該車両

の毀損（うち公用車１台は廃車）があり、県に多額の損害を与えた。

（建設部（�万高原土木事務所））

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南 予 地 方 局

総 務 企 画 部 令和元年７月２６日
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八 幡 浜 支 局 令和元年７月１８日、
令和元年７月２６日

健 康 福 祉 環 境 部 令和元年７月１８日、
令和元年７月２６日

産 業 経 済 部 令和元年７月１８日、
令和元年７月２６日

南 予 家 畜 保 健 衛 生 所 令和元年７月１８日

建 設 部 令和元年７月２６日

大 洲 土 木 事 務 所 令和元年７月１８日

八 幡 浜 土 木 事 務 所 令和元年７月１８日

西 予 土 木 事 務 所 令和元年７月１８日

愛 南 土 木 事 務 所 令和元年７月２６日

須 賀 川 ダ ム 管 理 事 務 所 令和元年７月２６日

山 財 ダ ム 管 理 事 務 所 令和元年７月２６日

出 納 室 令和元年７月２６日

（監査の結果）

平成３０年度における予算の執行その他について、それぞれ監査を実施

したところ、おおむね良好であったが、次の事項が認められた。

１ 職員の不注意により公用車による事故が発生（１件）し、当方及び

相手方に人的被害があったほか、当該車両の廃車及び相手方車両の毀

損等があり、県に多額の損害を与えた。

（総務企画部）

２ 県税について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、引き続

き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

３０年度 ４７，９９４，４８８ ５６，３６５，４５６ １０４，３５９，９４４

２９年度 ５４，７６５，１４１ ６８，７５７，５２３ １２３，５２２，６６４
金額は各
年度の決
算による

差引増減 △６，７７０，６５３ △１２，３９２，０６７ △１９，１６２，７２０

（総務企画部）

３ 生活保護費戻入金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮

減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

３０年度 ５，５７９，６００ １０，９１１，８９４ １６，４９１，４９４

２９年度 １，５４７，６１０ ９，７６７，５０４ １１，３１５，１１４
金額は各
年度の決
算による

差引増減 ４，０３１，９９０ １，１４４，３９０ ５，１７６，３８０

（健康福祉環境部）

４ 母子父子寡婦福祉資金特別会計における母子・寡婦福祉資金貸付金

償還金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、一層努

められたい。

（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

３０年度 ５，９４７，８４４ ２８，５７３，１１１ ３４，５２０，９５５

２９年度 ６，３５１，８１９ ２５，８７１，０８０ ３２，２２２，８９９
金額は各
年度の決
算による

差引増減 △４０３，９７５ ２，７０２，０３１ ２，２９８，０５６

（寡婦福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

３０年度 １６０，１０４ ７１７，３６６ ８７７，４７０

２９年度 １６３，１０４ ２，５９５，９０６ ２，７５９，０１０
金額は各
年度の決
算による

差引増減 △３，０００ △１，８７８，５４０ △１，８８１，５４０

（健康福祉環境部）

５ 収入未済の特別障害者手当返還金について、納期限内の収入確保に

努めるとともに、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

３０年度 １者 ５３，６２０ 平成３０年度決
算による

（健康福祉環境部）

６ 生活保護費戻入金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮

減に、一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

３０年度 ２３６，０００ ３，４１７，２８２ ３，６５３，２８２

２９年度 ６４５，７５６ ２，８６４，２７６ ３，５１０，０３２
金額は各
年度の決
算による

差引増減 △４０９，７５６ ５５３，００６ １４３，２５０

（健康福祉環境部（八幡浜支局））

７ 住宅貸付料について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、

より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

３０年度 ８７３，５００ ７０８，２００ １，５８１，７００

２９年度 ３６９，１００ ７０１，８００ １，０７０，９００
金額は各
年度の決
算による

差引増減 ５０４，４００ ６，４００ ５１０，８００

（建設部）

８ 土木使用料（堤防河川敷地水面）について、納期限内の収入確保に

努めるとともに、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

３０年度 １者 １２，８０２ 平成３０年度決
算による

（建設部（大洲土木事務所））

９ 住宅貸付料について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、

引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

３０年度 ８５，５００ ０ ８５，５００

２９年度 ３６７，７００ ７３７，６００ １，１０５，３００
金額は各
年度の決
算による

差引増減 △２８２，２００ △７３７，６００ △１，０１９，８００

（建設部（八幡浜土木事務所））

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

東 京 事 務 所 令和元年６月６日

研 修 所 平成３１年４月２５日
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総 合 科 学 博 物 館 令和元年５月２９日

歴 史 文 化 博 物 館 令和元年５月２９日

美 術 館 令和元年５月１５日

消 防 学 校 平成３１年４月２６日

消 費 生 活 セ ン タ ー 平成３１年４月２２日

原 子 力 セ ン タ ー 令和元年５月２９日

福 祉 総 合 支 援 セ ン タ ー 平成３１年４月２２日

東予子ども・女性支援センター 令和元年５月２９日

南予子ども・女性支援センター 令和元年５月３０日

食 肉 衛 生 検 査 セ ン タ ー 令和元年５月１５日

動 物 愛 護 セ ン タ ー 令和元年５月１５日

衛 生 環 境 研 究 所 平成３１年４月２６日

心 と 体 の 健 康 セ ン タ ー 平成３１年４月２２日

子 ど も 療 育 セ ン タ ー 令和元年５月２３日

え ひ め 学 園 令和元年５月２９日

計 量 検 定 所 令和元年５月１５日

産 業 技 術 研 究 所
平成３１年４月２５日、
令和元年５月１５日、
令和元年５月２３日

新 居 浜 産 業 技 術 専 門 校 令和元年５月２９日

愛 媛 中 央 産 業 技 術 専 門 校

（ 旧 ） 今 治 高 等 技 術 専 門 校 令和元年５月２３日

（ 旧 ） 松 山 高 等 技 術 専 門 校 令和元年５月１５日

宇 和 島 産 業 技 術 専 門 校 令和元年５月１５日

大 阪 事 務 所 令和元年５月３０日

病 害 虫 防 除 所 平成３１年４月２６日

農 業 大 学 校 令和元年５月２３日

農 林 水 産 研 究 所
平成３１年４月２６日、
令和元年５月１５日、
令和元年５月２３日、
令和元年５月３０日

家 畜 病 性 鑑 定 所 令和元年５月１５日

（監査の結果）

平成３０年度における予算の執行その他について、それぞれ監査を実施

したところ、おおむね良好であったが、次の事項が認められた。

１ 児童福祉施設入所措置費負担金について、納期限内の収入確保と収

入未済額の縮減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

３０年度 ６，４９５，３５０ ２６，１９１，６８０ ３２，６８７，０３０

２９年度 ６，９７４，９３０ ２６，７３８，４００ ３３，７１３，３３０
金額は各
年度の決
算による

差引増減 △４７９，５８０ △５４６，７２０ △１，０２６，３００

（福祉総合支援センター）

２ 収入未済の非常勤嘱託職員報酬返納金について、適切に債権管理さ

れたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２９年度 １者 ５５，１２８ 平成３０年度決
算による

（福祉総合支援センター）

３ 児童福祉施設入所措置費負担金について、納期限内の収入確保と収

入未済額の縮減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

３０年度 １，１９５，１７０ ６，１１０，８１０ ７，３０５，９８０

２９年度 １，２２４，０４０ ７，０９１，０９１ ８，３１５，１３１
金額は各
年度の決
算による

差引増減 △２８，８７０ △９８０，２８１ △１，００９，１５１

（東予子ども・女性支援センター）

４ 児童福祉施設入所措置費負担金について、納期限内の収入確保と収

入未済額の縮減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

３０年度 ２，９３２，１４０ ８，５５２，４７０ １１，４８４，６１０

２９年度 ２，８２１，６３０ ７，４７３，７９０ １０，２９５，４２０
金額は各
年度の決
算による

差引増減 １１０，５１０ １，０７８，６８０ １，１８９，１９０

（南予子ども・女性支援センター）

５ 子ども療育センター利用料金について、納期限内の収入確保と収入

未済額の縮減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

３０年度 ６４７，３２２ ２，５８９，３６０ ３，２３６，６８２

２９年度 ７７４，０３５ ３，１１１，８０８ ３，８８５，８４３
金額は各
年度の決
算による

差引増減 △１２６，７１３ △５２２，４４８ △６４９，１６１

（子ども療育センター）

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

教 育 総 務 課 令和元年８月２２日

社 会 教 育 課 令和元年８月２２日

文 化 財 保 護 課 令和元年８月２２日

保 健 体 育 課 令和元年８月２２日

義 務 教 育 課 令和元年８月２２日

高 校 教 育 課 令和元年８月２２日

人 権 教 育 課 令和元年８月２２日

特 別 支 援 教 育 課 令和元年８月２２日

中 予 教 育 事 務 所 令和元年５月１５日

東 予 教 育 事 務 所 令和元年５月２３日

南 予 教 育 事 務 所 令和元年５月１５日

総 合 教 育 セ ン タ ー 平成３１年４月２５日

図 書 館 令和元年５月１５日

川 之 江 高 等 学 校 平成３１年３月２０日

三 島 高 等 学 校 平成３１年３月２０日

土 居 高 等 学 校 平成３１年３月２０日

新 居 浜 東 高 等 学 校 平成３１年３月２０日

新 居 浜 西 高 等 学 校 平成３１年３月２０日

新 居 浜 南 高 等 学 校 平成３１年３月２０日

愛 媛 県 報令和元年１０月１８日 第４８号

６３２



新 居 浜 工 業 高 等 学 校 平成３１年３月２０日

新 居 浜 商 業 高 等 学 校 平成３１年１月２４日

西 条 高 等 学 校 平成３１年１月２４日

西 条 農 業 高 等 学 校 平成３１年３月２０日

小 松 高 等 学 校 平成３１年１月２１日

東 予 高 等 学 校 平成３１年１月２１日

丹 原 高 等 学 校 平成３１年１月２１日

今 治 西 高 等 学 校 平成３１年３月２０日

今 治 南 高 等 学 校 平成３１年１月２２日

今 治 北 高 等 学 校 平成３１年３月２０日

今 治 工 業 高 等 学 校 平成３１年１月２２日

伯 方 高 等 学 校 平成３１年３月２０日

弓 削 高 等 学 校 平成３１年３月２０日

北 条 高 等 学 校 平成３１年３月２０日

松 山 東 高 等 学 校 平成３１年１月２２日

松 山 南 高 等 学 校 平成３１年１月２２日

松 山 北 高 等 学 校 平成３１年３月２０日

松 山 中 央 高 等 学 校 平成３１年３月２０日

松 山 工 業 高 等 学 校 平成３１年３月２０日

松 山 商 業 高 等 学 校 平成３１年３月２０日

東 温 高 等 学 校 平成３１年３月２０日

上 浮 穴 高 等 学 校 平成３１年２月７日

小 田 高 等 学 校 平成３１年２月７日

伊 予 農 業 高 等 学 校 平成３１年１月２２日

伊 予 高 等 学 校 平成３１年１月２２日

大 洲 高 等 学 校 平成３１年３月２０日

大 洲 農 業 高 等 学 校 平成３１年３月２０日

長 浜 高 等 学 校 平成３１年３月２０日

内 子 高 等 学 校 平成３１年３月２０日

八 幡 浜 高 等 学 校 平成３１年３月２０日

八 幡 浜 工 業 高 等 学 校 平成３１年３月２０日

川 之 石 高 等 学 校 平成３１年３月２０日

三 崎 高 等 学 校 平成３１年３月２０日

三 瓶 高 等 学 校 平成３１年３月２０日

宇 和 高 等 学 校 平成３１年３月２０日

野 村 高 等 学 校 平成３１年３月２０日

宇 和 島 東 高 等 学 校 平成３１年３月２０日

宇 和 島 水 産 高 等 学 校 平成３１年１月２４日

吉 田 高 等 学 校 平成３１年３月２０日

三 間 高 等 学 校 平成３１年１月２１日

北 宇 和 高 等 学 校 平成３１年１月２１日

津 島 高 等 学 校 平成３１年１月２４日

南 宇 和 高 等 学 校 令和元年６月７日

今 治 東 中 等 教 育 学 校 平成３１年１月２２日

松 山 西 中 等 教 育 学 校 平成３１年３月２０日

宇 和 島 南 中 等 教 育 学 校 平成３１年３月２０日

松 山 盲 学 校 平成３１年３月２０日

松 山 聾 学 校 平成３１年３月２０日

し げ の ぶ 特 別 支 援 学 校 平成３１年３月２０日

み な ら 特 別 支 援 学 校 平成３１年３月２０日

今 治 特 別 支 援 学 校 平成３１年１月２２日

宇 和 特 別 支 援 学 校 平成３１年３月２０日

新 居 浜 特 別 支 援 学 校 平成３１年３月２０日

（監査の結果）

平成３０年度における予算の執行その他について、それぞれ監査を実施

したところ、おおむね良好であったが、次の事項が認められた。

１ 奨学資金特別会計における奨学資金貸付金償還金について、納期限

内の収入確保と収入未済額の縮減に、一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

３０年度 ６５，７５７，０００ ２３０，８８２，９６６ ２９６，６３９，９６６

２９年度 ６３，０３５，０００ ２１４，９２７，１００ ２７７，９６２，１００
金額は各
年度の決
算による

差引増減 ２，７２２，０００ １５，９５５，８６６ １８，６７７，８６６

（教育総務課）

２ 地域改善対策高等学校等就学奨励費貸付金償還金について、納期限

内の収入確保と収入未済額の縮減に、一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

３０年度 ２５，９５２，７１５ ５８１，７１４，９００ ６０７，６６７，６１５

２９年度 ３２，４２９，００６ ５６８，１５９，０２２ ６００，５８８，０２８
金額は各
年度の決
算による

差引増減 △６，４７６，２９１ １３，５５５，８７８ ７，０７９，５８７

（人権教育課）

３ 職員（１名）の住居手当について、住居手当額の算定誤りにより、

２０１，４００円（平成２９年４月から平成３０年１０月分）が支給不足となって

いた。

（今治西高等学校）

４ 職員の不注意により公用車による事故が発生（１件）し、相手方の

人的被害があったほか、当該車両及び相手方車両の毀損があり、県に

多額の損害を与えた。

（みなら特別支援学校）

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

警 察 本 部 令和元年８月２８日

四 国 中 央 警 察 署 平成３１年２月８日

新 居 浜 警 察 署 平成３１年３月２０日

西 条 警 察 署 平成３１年２月８日

西 条 西 警 察 署 平成３１年３月２０日

今 治 警 察 署 平成３１年２月８日

伯 方 警 察 署 平成３１年３月２０日

松 山 東 警 察 署 平成３１年２月８日

松 山 西 警 察 署 平成３１年３月２０日

松 山 南 警 察 署 平成３１年２月８日
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教育委員会規則

�愛媛県教育委員会規則第３号
愛媛県県立高等学校の通学区域に関する規則及び愛媛県県立学校の課程、修業年限、学科及び生徒定員等に関する規則の一部を改正する

規則を次のように定める。

令和元年１０月１８日

愛媛県教育委員会

教育長 三 好 伊佐夫

愛媛県県立高等学校の通学区域に関する規則及び愛媛県県立学校の課程、修業年限、学科及び生徒定員等に関する規則の一部を改正

する規則

（愛媛県県立高等学校の通学区域に関する規則の一部改正）

第１条 愛媛県県立高等学校の通学区域に関する規則（昭和３８年愛媛県教育委員会規則第１５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

� 万 高 原 警 察 署 平成３１年２月７日

伊 予 警 察 署 平成３１年２月８日

大 洲 警 察 署 平成３１年３月２０日

八 幡 浜 警 察 署 平成３１年２月７日

西 予 警 察 署 平成３１年３月２０日

宇 和 島 警 察 署 平成３１年３月２０日

愛 南 警 察 署 平成３１年３月２０日

（監査の結果）

平成３０年度における予算の執行その他について、それぞれ監査を実施

したところ、おおむね良好であったが、次の事項が認められた。

１ 放置違反金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、

引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

３０年度 ２，３４１，０００ ２，８３０，３５６ ５，１７１，３５６

２９年度 ２，３９６，０００ ４，３１６，３５６ ６，７１２，３５６
金額は各
年度の決
算による

差引増減 △５５，０００ △１，４８６，０００ △１，５４１，０００

（警察本部）

２ 延滞金（放置違反金に伴うもの）について、収入未済額の縮減に、

引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

３０年度 ４０５，２００ ８６０，２２６ １，２６５，４２６

２９年度 ３７７，６２６ ９０２，２００ １，２７９，８２６
金額は各
年度の決
算による

差引増減 ２７，５７４ △４１，９７４ △１４，４００

（警察本部）

３ 収入未済の損害弁償金について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１７年度及び１９年度 ２者 ８０９，０００ 平成３０年度決
算による

（警察本部）

４ 職員の不注意により警察車両による事故が発生（８件）し、当該車

両の毀損があった。

（警察本部）

５ 収入未済の損害弁償金について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１８年度 １者 ７８９，９３１ 平成３０年度決
算による

（今治警察署）

６ 職員の不注意により警察車両による事故が発生（５件）し、当該車

両及び相手方車両の毀損があった。

（今治警察署）

７ 収入未済の損害弁償金について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２９年度 ４者 ２１９，７８４ 平成３０年度決
算による

（松山東警察署）

８ 職員の不注意により警察車両による事故が発生（６件）し、当該車

両及び相手方車両の毀損があった。

（松山東警察署）

９ 収入未済の損害弁償金について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２８年度 １者 ７１０，８２２ 平成３０年度決
算による

（松山南警察署）

１０ 職員の不注意により警察車両による事故が発生（５件）し、当該車

両及び相手方車両の毀損があった。

（松山南警察署）

１１ 職員の不注意により警察車両による事故が発生（５件）し、当該車

両の毀損があり、県に多額の損害を与えた。

（西予警察署）

１２ 収入未済の損害弁償金について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２３年度 １者 １９０，０００ 平成３０年度決
算による

（宇和島警察署）

１３ 職員の不注意により警察車両による事故が発生（５件）し、当該車

両の毀損があった。

（宇和島警察署）
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（愛媛県県立学校の課程、修業年限、学科及び生徒定員等に関する規則の一部改正）

第２条 愛媛県県立学校の課程、修業年限、学科及び生徒定員等に関する規則（昭和３９年愛媛県教育委員会規則第７号）の一部を次のよう

に改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表（第２条関係） 別表（第２条関係）

地

区

高等学校名
通学区域

地

区

高等学校名
通学区域

本校 分校 本校 分校

省

略

省

略

中

予

地

区

省略

省略

内子

省略

小田

省略

中

予

地

区

省略

小田

省略

内子

省略

省略

南

予

地

区

省略

内子

省略

省略

宇和

省略

小田

三瓶

省略

南

予

地

区

小田

省略

内子

省略

三瓶

省略

宇和

省略

省略

改 正 後 改 正 前

別表第１の１（第２条関係） 別表第１の１（第２条関係）

学校名

全日制の課程 定時制の課程

学校名

全日制の課程 定時制の課程

修業

年限
学科

生徒

定員

修業

年限
学科

昼

夜

別

生徒

定員

修業

年限
学科

生徒

定員

修業

年限
学科

昼

夜

別

生徒

定員

川之江高

等学校

３年 普通科 ７６０ 省略 川之江高

等学校

３年 普通科 ８００ 省略

省略 省略

北条高等

学校

３年 総合学科 ５２０ 北条高等

学校

３年 総合学科 ６００

省略 省略

小田高等

学校

３年 普通科 １８０

省略 省略

伊予高等

学校

３年 普通科 ９２０ 伊予高等

学校

３年 普通科 ９６０

省略 省略

内子高等

学校

省略 内子高等

学校

省略
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附 則

（施行期日）

１ この規則は、令和２年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この規則施行の際現に小田高等学校及び三瓶高等学校に在学する生徒は、その時においてそれぞれ内子高等学校小田分校及び宇和高等

学校三瓶分校の生徒となるものとする。

（高等学校の入学定員の特例）

３ 第２条の規定による改正後の愛媛県県立学校の課程、修業年限、学科及び生徒定員等に関する規則（以下「改正後の県立学校の生徒定

員等に関する規則」という。）別表第１の１備考２本文の規定にかかわらず、次の表に掲げる学校の学科については、令和２年度におけ

る第１学年の入学定員は、当該入学定員欄に掲げるとおりとする。

学校名
全日制の課程

学科 入学定員

川之江高等学校 普通科 ２４０

北条高等学校 総合学科 １６０

伊予高等学校 普通科 ２８０

小田分校 ３年 普通科 １８０

省略 省略

三瓶高等

学校

３年 普通科 １８０

宇和高等

学校

省略 宇和高等

学校

省略

三瓶分校 ３年 普通科 １８０

省略 省略

津島高等

学校

３年 普通科 １８０ 津島高等

学校

３年 普通科 ２００

省略 省略

備考 省略

別表第３（第３条関係）

備考 省略

別表第３（第３条関係）

学校名 修業年限 生徒定員 学校名 修業年限 生徒定員

今治東中等教育学校 ６年 ９４０ 今治東中等教育学校 ６年 ９６０

省略 省略

宇和島南中等教育学校 ６年 ９４０ 宇和島南中等教育学校 ６年 ９６０

備考 省略

別表第４（第４条関係）

備考 省略

別表第４（第４条関係）

学校名

学校が

行う教

育の対

象者

部 修業年限 学科 生徒定員 学校名

学校が

行う教

育の対

象者

部 修業年限 学科 生徒定員

省略 省略

宇和特別

支援学校

聴覚障

害者

３年保育 ５ 宇和特別

支援学校

聴覚障

害者幼稚部 ２年保育 １０ 幼稚部 ２年保育 １０

１年保育 ５ １年保育 ５

省略 省略

省略 省略

省略 省略

備考 省略 備考 省略
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教育委員会告示

�愛媛県教育委員会告示第３号
令和２年度愛媛県県立高等学校入学者選抜実施要項を次のように

定める。

令和元年１０月１８日

愛媛県教育委員会

教育長 三 好 伊佐夫

令和２年度愛媛県県立高等学校入学者選抜実施要項

令和２年度愛媛県県立高等学校の入学者の選抜は、この要項に基

づいて実施する。ただし、通信制の課程及び専攻科の入学者の選抜

は、愛媛県教育委員会教育長（以下「教育長」という。）が別に定

める要領により行う。

第１ 募集

１ 令和２年度愛媛県県立高等学校の第１学年の募集定員は、別

に定める。

２ 職業教育を主とする学科のうち、農業、工業、商業及び水産

に関する各学科においては、それぞれに属する２以上の小学科

について、一括して募集すること（以下「くくり募集」という。）

ができる。

また、国際文理国際科及び国際文理理数科（以下「国際文理

科」という。）についてはくくり募集する。

さらに、理数科及び国際文理科については、普通科とのくく

り募集ができる。

第２ 通学区域

通学区域は、愛媛県県立高等学校の通学区域に関する規則

（昭和３８年愛媛県教育委員会規則第１５号）の定めるところによ

る。

なお、教育長が別に定める学科にあっては、通学区域によら

ないことができる募集定員の割合をあらかじめ定めた上で全国

の区域から志願者を募集すること（以下「全国募集」という。）

ができる。

第３ 一般入学者選抜

１ 実施学科

令和２年度入学者の募集を行う全日制の課程及び定時制の課

程の全ての学科について実施する。

２ 募集人員

一般入学の募集人員は、全日制の課程にあっては当該学科の

募集定員から当該学科の推薦入学確約者数を差し引いた数と、

定時制の課程にあっては当該学科の募集定員とする。

なお、くくり募集をする学科にあっては、当該募集の単位を

もって学科とみなす。

３ 出願

� 出願資格

入学を志願できる者は、次のいずれかに該当する者とする。

ア 令和２年３月末日までに中学校若しくはこれに準ずる学

校若しくは義務教育学校（以下「中学校等」という。）を

卒業する見込みの者又は中等教育学校の前期課程を修了す

る見込みの者

イ 中学校等を卒業した者又は中等教育学校の前期課程を修

了した者

ウ 中学校を卒業した者と同等以上の学力があると認められ

る者

� 出願期間

ア 出願期間は、令和２年２月１９日（水）午前９時から同月

２５日（火）正午までとし、受付時間は、土曜日、日曜日及

び国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規

定する休日（以下「休日」という。）を除く日の午前９時

から午後４時まで（同月２５日（火）にあっては、午前９時

から正午まで）とする。

なお、郵送等の場合も、同期間内に必着のこと。

イ 保護者の転勤に伴う県外からの出願については、�の志
願変更期間中も出願することができる。

� 出願制限

ア 入学志願者は、二つ以上の県立高等学校又は課程に出願

することはできない。

イ 入学志願者は、次の�又は�に該当する場合を除いては、
二つ以上の学科に出願することはできない。

� 同一学校、同一課程の農業、工業、商業又は水産に関

する各学科のいずれかに属する二つの小学科を志望する

場合で、当該小学科のうち一つの小学科を第２志望とす

るとき。この場合において、くくり募集をする小学科に

あっては、当該募集の単位をもって一つの小学科とみな

す。

（中等教育学校の入学定員の特例）

４ 改正後の県立学校の生徒定員等に関する規則別表第３備考１の規定にかかわらず、次の表に掲げる学校については、令和２年度におけ

る第１学年の入学定員は、当該入学定員欄に掲げるとおりとする。

学校名 入学定員

今治東中等教育学校 １４０

宇和島南中等教育学校 １４０

（特別支援学校の入学定員の特例）

５ 改正後の県立学校の生徒定員等に関する規則別表第４備考本文の規定にかかわらず、次の表に掲げる学校については、令和２年度にお

ける第１学年の入学定員は、当該入学定員欄に掲げるとおりとする。

学校名
学校が行う教

育の対象者
部 修業年限 入学定員

宇和特別支援学校 聴覚障害者 幼稚部 ３年保育 ５
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� 理数科又は国際文理科に出願する場合で、当該県立高

等学校の普通科を第２志望とするとき。

� 出願手続

ア 入学志願者は、入学願書に入学選考料（全日制の課程２，

２００円、定時制の課程９５０円）に相当する愛媛県収入証紙を

貼付し、受検票を添え、在籍又は出身の中学校等又は中等

教育学校の校長（以下「中学校長」という。）を経て（在

籍及び出身の中学校等及び中等教育学校のない場合にあっ

ては、直接）、志願先の高等学校の校長（以下「志願先高

等学校長」という。）に提出しなければならない。

イ 県外からの出願手続は、次のとおりとする。

� 県外からの入学志願者は、アにより提出する書類に愛

媛県県立高等学校入学志願理由書を添えて提出しなけれ

ばならない。ただし、志願変更期間中における保護者の

転勤に伴う県外からの出願については、愛媛県県立高等

学校入学志願理由書に代えて、保護者の転勤に伴う入学

志願許可申請書を提出しなければならない。

� 高等学校長は、入学志願理由書又は入学志願許可申請

書の提出があった場合は、志願の理由が適当と認められ

た者について、出願期間中（保護者の転勤に伴う志願変

更期間中の出願にあっては、志願変更期間中）に、県外

からの入学志願者受付承認願２部を教育長に提出し、承

認を受けるものとする。

ウ 中学校長は、受検に当たって特別な措置が必要と判断さ

れる者が志願する場合には、令和２年１月１６日（木）まで

に学力検査に関する特別措置願を志願先高等学校長に提出

するものとする。

高等学校長は、特別措置願の提出があった場合は、その

写しを令和２年１月２３日（木）までに教育長に提出し、協

議するものとする。

エ 中学校等又は中等教育学校において年間３０日以上の長期

欠席のある入学志願者は、本人の希望により、欠席の理由

等を記載した自己申告書（厳封すること。）を入学願書に

添え、志願先高等学校長に提出することができる。

オ 海外帰国生徒等としての扱いを希望する場合の手続は、

次のとおりとする。

� 海外帰国生徒等としての扱いを希望する者は、令和２

年１月１６日（木）までに海外帰国生徒等取扱措置願を志

願先高等学校長に提出しなければならない。ただし、や

むを得ない事情で、期限内に提出ができない場合は、そ

の事情を記した事由書を添えて提出するものとする。

� 高等学校長は、海外帰国生徒等取扱措置願の提出があ

った場合は、その写しを令和２年１月２３日（木）までに

教育長に提出し、当該者の海外現地校在学その他海外経

験等の事情を勘案し、学力検査の実施等に関し講ずべき

措置について協議するものとする。

� 海外帰国生徒等とは、保護者とともに県内に住所を有

する者又は入学日までに県内に住所を有する予定の者で、

帰国後の期間（帰国した日から令和２年２月１８日までの

期間をいう。）が３年以内であり、かつ、外国における

在住期間が、帰国時から遡り継続して１年以上であるも

のをいう。ただし、保護者が引き続き海外に居住する場

合は、身元引受人を保護者とみなす。

� 志願変更

出願手続を終えた者で、学校、課程又は学科の志願変更を

希望するものは、令和２年２月２６日（水）午前９時から同年

３月４日（水）正午までの間に、いずれの学校、いずれの課

程、いずれの学科へでも１回に限り志願変更をすることがで

きる。この場合において、定時制の課程から全日制の課程へ

志願変更をするときは、入学選考料の不足額（１，２５０円）に

相当する愛媛県収入証紙を添えなければならない。

志願変更の受付時間は、土曜日及び日曜日を除く日の午前

９時から午後４時まで（同年３月４日（水）にあっては、午

前９時から正午まで）とする。

４ 報告書

� 中学校長は、次の報告書を、令和２年２月２６日（水）午前

９時から同年３月４日（水）正午までの間に、志願先高等学

校長に提出するものとする。

ア 調査書

イ 学習成績等一覧表

� 中学校長は、やむを得ない事情で所定の報告書を提出でき

ないときは、その事情を記した事由書及び当該報告書に代わ

る参考資料を提出するものとする。

� 志願先高等学校長は、報告書の内容について、必要があれ

ば中学校長に説明を求めることができる。

５ 学力検査等

� 学力検査

入学志願者全員に対して、次により学力検査を行う。

ア 検査教科

� 全日制の課程

国語、社会、数学、理科及び英語の５教科とする。

� 定時制の課程

国語並びに社会、数学、理科及び英語のうちから入学

志願者が選択する２教科の３教科とする。

イ 検査問題

令和２年度の愛媛県県立高等学校等の入学者等の選抜に

係る学力検査の検査教科及び出題範囲並びに学力検査等の

期日及び合格者の発表の日について（令和元年５月２４日愛

媛県教育委員会公告）１�イに定めるところによる。
� 実技テスト

今治工業高等学校繊維デザイン科及び松山南高等学校砥部

分校デザイン科（以下「工業に関するデザイン科」という。）

の入学志願者（当該学科を第２志望とする者を含む。�にお
いて同じ。）に対して、実技テストを行う。

実技テストは、基本的な題材を鉛筆で表現するものとし、

内容については、当日指示する。

� 面接

ア 入学志願者全員に対して、面接を行う。

イ 工業に関するデザイン科の入学志願者の面接は、実技テ

スト終了後に行う。

� 期日及び日程

期 日 時 間 教 科 等

９：００～９：３０ 点呼・受検上の注意

９：４５～１０：３０ 国 語

令和２年
３月１１日（水） １０：４５～１１：１０ 国 語（作文）
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１１：２５～１２：１５ 理 科

１２：１５～１３：１０ （昼 食）

１３：１５～１４：０５ 社 会

令和２年
３月１２日（木）

９：００～９：３０ 点呼・受検上の注意

９：４５～１０：３５ 数 学

１０：５０～１１：５０ 英 語

１１：５０～１２：５０ （昼 食）

１３：００～
面 接

（工業に関するデザイン科
にあっては、実技テスト
（３０分）終了後に面接）

� 検査場

検査場は、志願先の高等学校（本校又は分校）とする。

６ 入学者の選抜方法

� 高等学校長は、報告書、学力検査の成績並びに面接及び実

技テストの結果を資料とし、当該高等学校、学科等の特色を

踏まえて、その教育を受けるに足る能力、適性等を総合的に

判定して入学者を選抜する。

� 合格者の決定は、次の方法による。

ア 全日制の課程

� 学力検査の成績は、各教科５０点満点とし、合計２５０点

満点とする。ただし、理数科及び総合学科については、

傾斜配点を実施することができる。この場合において、

理数科にあっては数学と理科の得点を、総合学科にあっ

ては５教科の中で得点が高い２教科の得点を１．５倍して、

それぞれ７５点満点とし、検査を実施する５教科の合計を

３００点満点とする。

� 調査書点（調査書の各教科の学習の記録の第１学年か

ら第３学年までにおいて履修した必修教科の評定の合計

をいう。以下同じ。）は、１３５点満点とする。

� 調査書の各教科の学習の記録以外の記録並びに面接及

び実技テストの評価方法等については、高等学校長が定

めるものとする。

� 次の第１選抜及び第２選抜の順に選抜し、合格者を決

定する。ただし、入学志願者数が募集人員を下回ってい

る場合は、ａ及びｂ中「募集人員」とあるのは、「入学

志願者数」と読み替えるものとする。

ａ 第１選抜

調査書点が上位から募集人員の９０パーセント程度以

内にある者のうち、調査書の記録並びに面接及び実技

テストの結果が良好な者を対象にして、学力検査の成

績の上位順に募集人員の７０パーセント程度の者を選抜

する。この場合において、農業、工業、商業若しくは

水産に関する各学科、理数科又は国際文理科にあって

は、当該学科を第１志望とする者を対象とする。

ｂ 第２選抜

第１選抜で選抜されなかった全ての者を対象に、学

力検査の成績に基づく得点（以下「Ａ」という。）、

調査書点に基づく得点（以下「Ｂ」という。）、調査

書の各教科の学習の記録以外の記録並びに面接及び実

技テストの評価に基づく得点（以下「Ｃ」という。）

を用いて、募集人員の３０パーセント程度の者を選抜す

る。この場合において、農業、工業、商業若しくは水

産に関する各学科、理数科又は国際文理科を置く高等

学校における普通科の第２選抜については、当該学科

を第２志望とする者も対象に含むものとする。

Ａ、Ｂ及びＣの合計は５００点満点とする。また、Ａ、

Ｂ及びＣの満点の比率は、Ａは３から６までの、Ｂ及

びＣは２から４までの範囲の整数とし、Ａ、Ｂ及びＣ

の満点の比率の合計が１０となるように高等学校長が当

該高等学校の学科ごとに定め、事前に公表する。

なお、学力検査の成績、調査書の記録又は面接若し

くは実技テストの結果のいずれかにより成業の見込み

がないと判断した場合には、合格者としない。

おって、具体的な得点の算出方法は次の表のとおり。

【普通科及び専門学科（理数科
を除く。）】

【理数科及び総合学科】

満点の
比率

得点を
算出す
るとき
に乗じ
る数

Ａ、Ｂ、Ｃ
のそれぞれ
の満点

Ａ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ｃ

６ ２ ２ ３００１００１００

５ ３ ２ ２５０１５０１００

５ ２ ３ ２５０１００１５０

４ ４ ２５０x５０y ２００２００１００
４ ３ ３２５０１３５２００１５０１５０

４ ２ ４ ２００１００２００

３ ４ ３ １５０２００１５０

３ ３ ４ １５０１５０２００

満点の
比率

得点を
算出す
るとき
に乗じ
る数

Ａ、Ｂ、Ｃ
のそれぞれ
の満点

Ａ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ｃ

６ ２ ２ ３００１００１００

５ ３ ２ ２５０１５０１００

５ ２ ３ ２５０１００１５０

４ ４ ２５０x５０y ２００２００１００
４ ３ ３３００１３５２００１５０１５０

４ ２ ４ ２００１００２００

３ ４ ３ １５０２００１５０

３ ３ ４ １５０１５０２００

注１ Ａの満点の比率をｘと、Ｂの満点の比率をｙとする。

２ 学力検査の成績に 又は を乗じてＡを、調査書点に

を乗じてＢを算出するときは、分子を乗じた後に分母で除

すること（小数点以下の端数が生じる場合は、切り上げるもの
とする。）。

＜普通科の算出例＞
普通科でＡ、Ｂ、Ｃの満点の比率をそれぞれ６、２、
２とした場合

Ａ＝学力検査の成績× （３００点満点）

Ｂ＝調査書点× （１００点満点）

Ｃ＝調査書の各教科の学習の記録以外の記録並びに面
接及び実技テストの評価の得点を換算 （１００点
満点）

５０x
２５０

５０x
３００

５０y
１３５

３００
２５０

１００
１３５

イ 定時制の課程

� 学力検査の成績は、検査を実施する３教科とも５０点満

点とし、合計１５０点満点とする。

� 調査書点は、１３５点満点とする。

� 合格者の決定方法は、全日制の課程に準ずる。ただし、

高等学校長の判断により、第１選抜を行わず、第２選抜

の方法のみによって全ての合格者を決定することができ

る。

また、第２選抜のＡ、Ｂ及びＣの満点の比率及び得点

については全日制の課程に準ずるものとし、高等学校長

が当該高等学校の学科ごとに定め、事前に公表する。

第２選抜における具体的な得点の算出方法は、次の表

のとおり。
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満点の
比率

得点を
算出す
るとき
に乗じ
る数

Ａ、Ｂ、Ｃ
のそれぞれ
の満点

Ａ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ｃ

６ ２ ２ ３００１００１００

５ ３ ２ ２５０１５０１００

５ ２ ３ ２５０１００１５０

４ ４ ２５０x５０y ２００２００１００
４ ３ ３１５０１３５２００１５０１５０

４ ２ ４ ２００１００２００

３ ４ ３ １５０２００１５０

３ ３ ４ １５０１５０２００

注１ Ａの満点の比率をｘと、Ｂの満点の比率をｙとする。

２ 学力検査の成績に を乗じてＡを、調査書点に を乗じ

てＢを算出するときは、分子を乗じた後に分母で除すること
（小数点以下の端数が生じる場合は、切り上げるものとする。）。

５０x
１５０

５０y
１３５

� 通学区域外からの入学志願者については、愛媛県県立高等

学校の通学区域に関する規則の規定に従って選抜する。

� 海外帰国生徒等の入学志願者で、第３の３�オ�の協議に
おいて措置を講ずる必要があると認められたものについては、

�及び�にかかわらず、高等学校長は、当該協議に基づき、
当該高等学校の教育を受けるに足る能力、適性等を総合的に

判定して入学者を選抜する。この場合において、当該高等学

校の第１学年の学級数を限度とする員数については、募集定

員を超えることができるものとする。

� 入学志願者から提出された自己申告書については、記載さ

れた内容によって不利が生ずることのないよう、選抜に際し

て入学志願者を理解するための補助資料として扱うものとす

る。

７ 合格者の発表

合格者の発表は、令和２年３月１８日（水）午前１０時に、当該

高等学校において、受検番号を掲示して行う。

８ 学力検査の得点等の口頭による開示請求

� 学力検査の得点等については、愛媛県個人情報保護条例

（平成１３年愛媛県条例第４１号）第２９条第１項の規定に基づき、

口頭により開示請求をすることができる。

� 口頭による開示請求をすることができる期間は、令和２年

３月１８日（水）から１月間とする。

� 口頭による開示請求は、入学志願者本人が本人であること

を確認できる書類（受検票等）を持参の上、土曜日、日曜日

及び休日を除く日の午前９時（令和２年３月１８日（水）にあ

っては、午前１０時）から午後５時（夜間定時制課程にあって

は、午後９時）までの間に、志願先の高等学校で行うこと。

なお、電話、はがき等による請求はできない。

� 開示内容については、次のとおりとする。

調査書点並びに学力検査の教科別得点及びその合計得点

第４ 推薦入学者選抜

１ 実施学科

令和２年度入学者の募集を行う全日制の課程の全ての学科に

ついて実施する。

２ 募集人員

� 推薦入学の募集人員は、普通科、理数科及び国際文理科に

あっては当該学科の募集定員の５パーセントから１５パーセン

トまで程度の範囲内で、職業教育を主とする学科及び総合学

科にあっては当該学科の募集定員の２０パーセントから３０パー

セントまで程度の範囲内で、高等学校長が当該高等学校の学

科ごとに定め、事前に公表する。

なお、くくり募集をする学科にあっては、当該募集の単位

をもって学科とみなす。

� 全国募集を実施する学科にあっては、�の募集人員とは別
枠として、県外の中学校等を卒業する見込みの者又は県外の

中等教育学校の前期課程を修了する見込みの者を対象に推薦

入学者を募集すること（以下「県外推薦入学者募集」という。）

ができる。

３ 出願

� 出願資格

ア 推薦入学を志願できる者は、令和２年３月末日までに県

内の中学校等を卒業する見込みの者又は県内の中等教育学

校の前期課程を修了する見込みの者（県外推薦入学者募集

にあっては、県外の中学校等を卒業する見込みの者又は県

外の中等教育学校の前期課程を修了する見込みの者）であ

って、次の要件の全てに該当し、かつ、在籍の中学校等又

は中等教育学校の校長（以下「在籍中学校長」という。）

が推薦するものとする。

� 当該高等学校・学科を志望する動機や理由が明白で適

切であること。

� 当該高等学校・学科に適性及び興味・関心を有するこ

と。

� 人物が優れていること。

� 調査書の記録が良好であり、当該高等学校・学科にお

ける学習活動に成果が期待できること。

� 次の要件のいずれかに該当すること。

ａ 特別活動において優れた実績を有すること。

ｂ 校内外のスポーツ活動、文化活動、奉仕活動等のう

ち、いずれかの分野において、熱心な活動が見られる

こと又は優れた成果を上げていること。

ｃ 理数科、国際文理科又は職業教育を主とする学科を

志願する者にあっては、調査書の各教科の学習の記録

のうち、それぞれの学科に関連した教科において秀で

ていること。

イ 出願資格の詳細については、高等学校長が、当該高等学

校の教育目標、学科の特色、地域性等を十分考慮して定め

るものとする。

� 出願期間

出願期間は、令和２年１月２１日（火）午前９時から同月２８

日（火）正午までとし、受付時間は、土曜日及び日曜日を除

く日の午前９時から午後４時まで（同月２８日（火）にあって

は、午前９時から正午まで）とする。

なお、郵送等の場合も、同期間内に必着のこと。

� 出願制限

推薦入学志願者は、二つ以上の県立高等学校又は学科に出

願することはできない。ただし、くくり募集をする学科にあ

っては、当該募集の単位をもって学科とみなす。

� 出願手続

ア 在籍中学校長は、推薦に当たっては、在籍中学校長を委

員長とする推薦委員会を設け、適切な推薦入学志願者を決

定するものとする。

イ 在籍する中学校等又は中等教育学校において推薦入学志
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願者として認められた者は、推薦入学願書に入学選考料

（２，２００円）に相当する愛媛県収入証紙を貼付し、推薦入

学受検票及び自己アピール書とともに、在籍中学校長に提

出しなければならない。

ウ 在籍中学校長は、推薦入学願書、推薦入学受検票及び自

己アピール書を報告書とともに、出願期間内に志願先高等

学校長に提出するものとする。

エ 県外推薦入学者募集の出願手続は、次のとおりとする。

� 県外推薦入学者募集の志願者は、イにより提出する書

類に愛媛県県立高等学校入学志願理由書を添えて提出し

なければならない。

� 高等学校長は、入学志願理由書の提出があった場合は、

志願の理由が適当と認められた者について、出願期間中

に、県外からの入学志願者受付承認願２部を教育長に提

出し、承認を受けるものとする。

４ 報告書

在籍中学校長から志願先高等学校長に提出する報告書は次の

とおりとする。

� 調査書

� 推薦書

５ 作文、小論文、面接、集団討論等

� 作文、小論文、面接及び集団討論

推薦入学志願者全員に対して、作文及び小論文のうちから

少なくとも一つ並びに面接及び集団討論のうちから少なくと

も一つの合わせて二つ以上を行う。

なお、作文、小論文、面接及び集団討論の選定その他実施

内容は、高等学校長が当該高等学校の学科ごとに定め、事前

に公表する。

� 実技テスト

工業に関するデザイン科の推薦入学志願者に対して、実技

テストを行う。

実技テストは、基本的な題材を鉛筆で表現するものとし、

内容については、当日指示する。

� 学力検査

学力検査は、行わない。

� 期日及び日程

期 日 時 間 作文・小論文、面接・集団討論
等

令和２年
２月７日（金）

９：００～ 点呼・受検上の注意

点呼・受検上
の注意終了後 作文・小論文

作文・小論文
終了後

面接・集団討論
（工業に関するデザイン科にあ
っては、実技テスト（３０分）終
了後に面接・集団討論）

� 検査場

検査場は、志願先の高等学校（本校又は分校）とする。

６ 推薦入学者の選抜方法

高等学校長は、自己アピール書、報告書並びに作文、小論文、

面接、集団討論及び実技テストの結果を資料とし、当該高等学

校、学科等の特色を踏まえて総合的に判定し、推薦入学者を選

抜する。

７ 合格内定者の通知

� 高等学校長は、令和２年２月１３日（木）午前１０時から同月

１７日（月）正午までの間に、在籍中学校長に選抜の結果を推

薦入学者選抜結果通知書により通知するとともに、合格内定

通知書を交付する。

� 在籍中学校長は、合格内定者に合格内定通知書及び入学確

約書の用紙を交付するものとする。

� 合格内定通知書の交付を受けた者は、在籍中学校長を通じ、

入学確約書を令和２年２月２０日（木）正午までに志願先高等

学校長に提出しなければならない。

８ 合格者の発表

合格者の発表は、令和２年３月１８日（水）午前１０時に、当該

高等学校において、受検番号を掲示して行う。

第５ 定時制の課程の第２次募集

１ 実施学科

令和２年３月１１日（水）及び１２日（木）に実施した一般入学

者選抜（以下「第１次募集」という。）における合格者数が募

集定員に満たない定時制の課程の学科について、第２次募集を

行うものとする。

２ 募集人員

募集定員から第１次募集における合格者数を差し引いた数を

第２次募集の募集人員とし、令和２年３月１８日（水）午前１０時

に、当該高等学校に掲示する。

３ 出願

� 出願資格

第３の３�に定める出願資格を有する者とする。
� 出願期間

出願期間は、令和２年３月１９日（木）午前９時から同月２５

日（水）正午までとし、受付時間は、土曜日、日曜日及び休

日を除く日の午前９時から午後４時まで（同月２５日（水）に

あっては、午前９時から正午まで）とする。

なお、郵送等の場合も、同期間内に必着のこと。

� 出願制限及び出願手続

第１次募集の場合に準ずる。

� 志願変更

志願変更は、できないものとする。

４ 報告書

第１次募集の場合に準ずる。ただし、提出期間は、令和２年

３月１９日（木）午前９時から同月２５日（水）正午までとし、学

習成績等一覧表は、提出を要しない。

５ 学力検査等

第１次募集の場合に準ずる。ただし、学力検査及び面接の実

施期日及び日程は、次による。

期 日 時 間 教 科 等

令和２年
３月３０日（月）

９：３０～１０：００ 点呼・受検上の注意

１０：１５～１０：４５ 国 語

１１：００～１２：００ 社会・数学・理科・英語の
うち２教科を選択受検

１２：００～１３：００ （昼 食）

１３：１０～ 面 接

６ 入学者の選抜方法

第１次募集の場合に準ずる。

７ 合格者の発表

合格者の発表は、令和２年３月３１日（火）午前１０時に、当該

高等学校において、受検番号を掲示して行う。
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８ 学力検査の得点等の口頭による開示請求

第１次募集の場合に準ずる。ただし、口頭による開示請求を

することができる期間は、令和２年３月３１日（火）から１月間

とする。

第６ その他

１ 既に納付した入学選考料は、一切返還しない。

２ 出願に関して、虚偽又は不正の事実が判明した場合は、高等

学校長は、当該生徒の合格又は入学許可を取り消すものとする。

３ この要項に定めるもののほか、入学者選抜に関し必要な事項

は、教育長が定める。

�������
�愛媛県教育委員会告示第４号
令和２年度愛媛県県立中等教育学校入学者選考実施要項を次のよ

うに定める。

令和元年１０月１８日

愛媛県教育委員会

教育長 三 好 伊佐夫

令和２年度愛媛県県立中等教育学校入学者選考実施要項

令和２年度愛媛県県立中等教育学校の入学者の選考は、この要項

に基づいて実施する。ただし、第４学年の欠員補充のための編入学

については、愛媛県教育委員会教育長（以下「教育長」という。）

が別に定める要領により行う。

１ 募集人員

令和２年度県立中等教育学校の第１学年の募集人員は、次の

とおりとする。

愛媛県立今治東中等教育学校 １４０名

愛媛県立松山西中等教育学校 １６０名

愛媛県立宇和島南中等教育学校 １４０名

２ 通学区域

通学区域は、愛媛県県立中等教育学校の通学区域に関する規

則（平成１４年愛媛県教育委員会規則第１４号）の定めるところに

よる。

３ 出願資格

入学を志願できる者は、次の各号のいずれかに該当する者と

する。

� 令和２年３月末日までに県内の小学校又はこれに準ずる学

校（以下「小学校等」という。）を卒業する見込みの者

� 令和２年３月末日までに県外の小学校等を卒業する見込み

の者又は県外の義務教育学校の前期課程を修了する見込みの

者で、教育長が特別に出願を認めたもの

４ 出願期間

出願期間は、令和元年１２月１３日（金）午前９時から同月１９日

（木）正午までとし、受付時間は、土曜日及び日曜日を除く日

の午前９時から午後４時まで（同月１９日（木）にあっては、午

前９時から正午まで）とする。

なお、郵送等の場合も、同期間内に必着のこと。

５ 出願手続

� 入学志願者は、入学志願書に入学選考料（２，２００円）に相

当する愛媛県収入証紙を貼付し、入学志願理由書、受検票及

び入学予定者選考結果通知用の返信用封筒（長形３号とし、

必ず宛先を明記して８４円切手を貼ること。）を添え、在籍す

る小学校等又は義務教育学校の校長（以下「小学校長」とい

う。）を経て、志願先の中等教育学校の校長（以下「志願先

中等教育学校長」という。）に提出しなければならない。

� 入学志願者は、二つ以上の県立中等教育学校に出願するこ

とはできない。

� 県外からの出願手続は、次のとおりとする。

ア 県外からの入学志願者は、�により提出する書類に県外
からの入学志願事由書を添えて提出しなければならない。

イ 志願先中等教育学校長は、志願の事由が適当と認められ

た者について、出願期間中に、県外からの入学志願受付承

認願２部を教育長に提出し、承認を受けるものとする。

� 小学校長は、受検に当たって特別な措置が必要と判断され

る者が志願する場合には、令和元年１２月６日（金）までに作

文、適性検査及び面接に関する特別措置願を志願先中等教育

学校長に提出するものとする。

中等教育学校長は、特別措置願の提出があった場合は、そ

の写しを令和元年１２月１２日（木）までに教育長に提出し、協

議するものとする。

� 海外帰国児童等としての扱いを希望する場合の手続は、次

のとおりとする。

ア 海外帰国児童等としての扱いを希望する者は、令和元年

１２月６日（金）までに海外帰国児童等取扱措置願を志願先

中等教育学校長に提出しなければならない。ただし、やむ

を得ない事情で、期限内に提出ができない場合は、その事

情を記した事由書を添えて提出するものとする。

イ 中等教育学校長は、海外帰国児童等取扱措置願の提出が

あった場合は、その写しを令和元年１２月１２日（木）までに

教育長に提出し、当該者の海外現地校在学その他海外経験

等の事情を勘案し、適性検査の実施等に関し講ずべき措置

について協議するものとする。

ウ 海外帰国児童等とは、保護者とともに県内に住所を有す

る者又は令和２年４月１日までに県内に住所を有する予定

の者で、帰国後の期間（帰国した日から令和元年１２月１２日

までの期間をいう。）が３年以内であり、かつ、外国にお

ける在住期間が、帰国時から遡り継続して１年以上である

ものをいう。ただし、保護者が引き続き海外に居住する場

合は、身元引受人を保護者とみなす。

６ 志願者数の状況等の公表

中等教育学校長は、出願期間中、その学校の募集人員及び志

願者数の状況を、学校のホームページに掲載し、及び学校の適

当な場所に掲示するものとする。

７ 調査書の提出

� 小学校長は、調査書を令和元年１２月２５日（水）から同月２７

日（金）まで又は令和２年１月６日（月）の午前９時から午

後４時までの間に、志願先中等教育学校長に提出するものと

する。

� 小学校長は、やむを得ない事情で調査書を提出できないと

きは、その事情を記した事由書及び当該調査書に代わる参考

資料を提出するものとする。

� 志願先中等教育学校長は、調査書の内容について、必要が

あれば小学校長に説明を求めることができる。

８ 受検票の交付

中等教育学校長は、令和元年１２月２５日（水）から令和２年１

月６日（月）までの間に、受検番号等を記入した受検票を小学

校長を通じて入学志願者に交付する。
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９ 作文、適性検査及び面接

入学志願者全員に対して、次により作文、適性検査及び面接

を行う。

� 作文

作文の字数は、６００字程度とする。

� 適性検査

入学志願者の多様な個性や能力などの優れた面を評価する

とともに、関心・意欲・態度・社会性など学びへの姿勢を問

うものとする。

� 面接

入学志願者全員に対して、グループ面接を行う。

� 期日及び日程

期 日 時 間 検 査 等

令和２年
１月９日（木）

８：５０ 集 合
（志願先中等教育学校体育館）

９：００～９：２５ 点呼、受検上の注意

９：４０～１０：３０ 作 文

１０：５０～１１：５０ 適 性 検 査

１１：５０～１２：４０ （昼 食）

１２：４０～ 面 接

� 検査場

検査場は、志願先の中等教育学校とする。

� 受検に当たっての留意事項

ア 作文、適性検査及び面接とも、開始５分前までに入室す

ることとし、その開始の時刻までに入室しない者は、原則

としてその時間の検査等を受検できないものとする。

イ 当日の持参品は、次のとおりとする。

受検票、鉛筆（シャープペンシルも可）、鉛筆削り、消

しゴム、定規、下敷き（無地）、弁当

ウ イの持参品以外のもの（計算・翻訳・通信等の機能をも

った物品等）の検査場への持込みは、禁止する。

１０ 入学予定者の選考

中等教育学校長は、入学志願理由書、調査書並びに作文、適

性検査及び面接の結果を資料として、当該中等教育学校の特色

を踏まえ、入学志願者の意欲や適性等を総合的に判断して、入

学予定者を選考する。

� 調査書の記録並びに作文、適性検査及び面接の取扱いにつ

いては、次の方法により行うものとする。

ア 調査書の記録の評価は、５０点満点とし、評価方法等につ

いては、中等教育学校長が定める。

イ 作文、適性検査及び面接の評価は、それぞれ５０点満点と

する。

� 入学志願理由書については、記載された内容によって不利

が生ずることのないよう、選考に際して入学志願者を理解す

るための補助資料として扱うものとする。

� 通学区域外からの入学志願者については、愛媛県県立中等

教育学校の通学区域に関する規則の規定に従って選考する。

� 海外帰国児童等の入学志願者で、５�イの協議において措
置を講ずる必要があると認められたものについては、�にか
かわらず、中等教育学校長は、当該協議に基づき、入学志願

者の意欲や適性等を総合的に判断して、入学予定者を選考す

る。

１１ 入学予定者の発表

� 入学予定者の発表は、令和２年１月１６日（木）午前９時に、

当該中等教育学校において、受検番号を掲示して行う。

� 中等教育学校長は、令和２年１月１６日（木）午前９時から

同月２０日（月）正午までの間に、入学予定者の選考結果を入

学志願者及び小学校長に通知するとともに、入学確約書の用

紙を入学予定者に配布する。

１２ 選考結果の口頭による開示請求

� 選考結果については、愛媛県個人情報保護条例（平成１３年

愛媛県条例第４１号）第２９条第１項の規定に基づき、口頭によ

り開示請求をすることができる。

� 口頭による開示請求をすることができる期間は、令和２年

１月１６日（木）から１月間とする。

� 口頭による開示請求は、入学志願者本人が本人であること

を確認できる書類（受検票等）を持参の上、土曜日、日曜日

及び国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規

定する休日を除く日の午前８時３０分（１月１６日（木）にあっ

ては、午前９時）から午後５時までの間に、志願先の中等教

育学校で行うこと。

なお、電話、はがき等による請求はできない。

� 開示内容については、次のとおりとする。

調査書の記録並びに作文、適性検査及び面接の得点

１３ 入学予定者の手続等

� 入学予定者の手続

ア 入学確約書の提出

入学予定者の保護者は、当該入学予定者の受検票を持参

の上、入学確約書を志願先中等教育学校長に提出しなけれ

ばならない。入学確約書の提出期間は、令和２年１月１６日

（木）の入学予定者の発表後から同月２３日（木）午後４時

まで（受付時間は、土曜日及び日曜日を除く日の午前９時

から午後４時まで）とし、この期間に提出がない場合には、

入学の意思がないものとして取り扱うものとする。

イ 入学予定者証明書の交付

中等教育学校長は、入学予定者の保護者から入学確約書

の提出があった場合、直ちに入学予定者証明書を交付する

ものとする。

また、中等教育学校長は、入学予定者の保護者に対し、

入学予定者の住所の存する市区町村（一部事務組合を含む。

以下同じ。）の教育委員会に、入学予定者を県立中等教育

学校へ就学させる旨を、交付された入学予定者証明書を添

えて届け出るよう、文書により周知するものとする。

ウ 入学の辞退

保護者の転勤等やむを得ない事情により、入学予定者が

入学を辞退しようとする場合、その保護者は、速やかに、

入学辞退届に当該入学予定者の受検票（入学予定者証明書

を市区町村の教育委員会へ提出していない場合は入学予定

者証明書を含む。）を添えて、志願先中等教育学校長に提

出しなければならない。

� 入学予定者の欠員の補充

ア 中等教育学校長は、入学辞退その他の理由により入学予

定者に欠員を生じた場合には、その都度、あらかじめ定め

た補欠入学予定者を、優先順位の上位から順に、入学の意

思を確認の上、入学予定者とする。この場合において、入
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学意思の確認は、小学校長を経て行うものとする。

イ 欠員の補充を実施する期間は、令和２年３月３１日（火）

までとする。

ウ 欠員の補充の手続は、�の入学予定者の手続に準じて行
う。この場合において、中等教育学校長は、当該手続等に

ついて小学校長を経て通知するものとする。

１４ その他

� 既に納付した入学選考料は、一切返還しない。

� 出願に関して、虚偽又は不正の事実が判明した場合は、中

等教育学校長は、当該児童に係る入学予定者の決定又は入学

許可を取り消すものとする。

� この要項に定めるもののほか、入学者選考に関し必要な事

項は、教育長が定める。

�������
�愛媛県教育委員会告示第５号
令和２年度愛媛県県立特別支援学校高等部入学者選抜実施要項を

次のように定める。

令和元年１０月１８日

愛媛県教育委員会

教育長 三 好 伊佐夫

令和２年度愛媛県県立特別支援学校高等部入学者選抜実施要

項

令和２年度愛媛県県立特別支援学校の高等部の本科及び専攻科の

入学者の選抜は、この要項に基づいて実施する。

第１ 募集人員

令和２年度県立特別支援学校の高等部の本科及び専攻科の第１

学年の募集人員は、別表のとおりとする。

第２ 本科入学者選抜

１ 出願

� 出願資格

入学を志願できる者は、その障がいが学校教育法施行令

（昭和２８年政令第３４０号）第２２条の３の表に定める程度の者

で、次のいずれかに該当するものとする。

ア 令和２年３月末日までに特別支援学校の中学部、中学校

若しくは義務教育学校（以下「中学部等」という。）を卒

業する見込みの者又は中等教育学校の前期課程を修了する

見込みの者

イ 中学部等を卒業した者又は中等教育学校の前期課程を修

了した者

ウ 中学部等を卒業した者と同等以上の学力があると認めら

れる者

� 出願期間

入学願書の提出期間は、令和２年１月２７日（月）から２月

７日（金）までとし、受付時間は、土曜日及び日曜日を除く

日の午前９時から午後４時まで（２月７日（金）にあっては、

午前９時から正午まで）とする。

なお、郵送等の場合も、同期間内に必着のこと。

� 出願制限

ア 入学志願者は、２以上の県立特別支援学校又は障がい部

門への出願をすることはできない。

イ 入学志願者は、次の�から�のいずれかに該当する場合
を除いては、２以上の学科への出願をすることはできない。

� ２以上の学科を設置する県立特別支援学校（みなら特

別支援学校及び松山城北分校を除く。）の学科を志望す

る場合で、当該校の他の学科を第２志望とするとき。

� みなら特別支援学校及び松山城北分校の産業科を第１

志望及び第２志望とする場合で、みなら特別支援学校及

び松山城北分校の普通科を第３志望及び第４志望とする

とき。

� みなら特別支援学校又は松山城北分校の産業科を第１

志望とする場合で、みなら特別支援学校及び松山城北分

校の普通科を第２志望及び第３志望とするとき。

� みなら特別支援学校及び松山城北分校の普通科を第１

志望及び第２志望とするとき。

� 出願手続

ア 入学志願者は、入学願書に受検票を添えて、在籍又は出

身の中学部等又は中等教育学校の校長（以下「在籍中学部

等校長」という。）を経て（在籍及び出身の中学部等及び

中等教育学校のない場合にあっては、直接）、志願先の特

別支援学校の校長（以下「志願先校長」という。）に提出

しなければならない。

イ 県外からの出願手続は、次のとおりとする。

� 県外からの入学志願者は、アにより提出する書類に入

学志願理由書を添えて提出しなければならない。

� 志願先校長は、入学志願理由書の提出があった場合は、

志願の理由が適当と認められた者について、速やかに県

外からの入学志願者受付承認願２部を愛媛県教育委員会

教育長（以下「教育長」という。）に提出し、承認を受

けるものとする。

２ 報告書

� 在籍中学部等校長は、次の報告書を、令和２年２月１２日

（水）午前９時から同月２０日（木）午後４時までの間に、志

願先校長に提出するものとする。

ア 調査書

イ 健康診断票

ウ 眼科診断票（松山盲学校の入学志願者に限る。）

なお、郵送等の場合も、同期間内に必着のこと。

� 在籍中学部等校長は、やむを得ない事情で所定の報告書を

提出できないときは、その事情を記した事由書及び当該報告

書に代わる参考資料を添えて提出するものとする。

� 志願先校長は、報告書の内容について、必要があれば在籍

中学部等校長に説明を求めることができる。

３ 学力検査

普通科以外の学科の入学志願者に対して、次により学力検査

を行う。

� 検査教科

当該特別支援学校の校長（以下「特別支援学校長」という。）

が、学校の実態に応じて決定する。

� 検査問題

令和２年度の県立高等学校等の入学者等の選抜に係る学力

検査の検査教科及び出題範囲並びに学力検査等の期日及び合

格者の発表の日について（令和元年５月２４日愛媛県教育委員

会公告）２�イ�に定めるところによる。
� 期日及び日程

検査期日は、令和２年３月６日（金）とし、その日程につ

いては、特別支援学校長が定める。
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� 検査場

検査場は、志願先の特別支援学校（志願先が松山城北分校

の場合にあっては、みなら特別支援学校）とする。

４ 面接及び適性検査

� 面接

入学志願者全員に対して、面接を行う。

� 適性検査

ア 特別支援学校長が、学科の特色から判断して必要と認め

る学科の入学志願者に対して行う。

イ 内容は、特別支援学校長が学科の特色に応じて決定する。

� 期日及び日程

学力検査の検査期日と同じ日とし、その日程については、

特別支援学校長が定める。

� 検査場

検査場は、志願先の特別支援学校（志願先が松山城北分校

の場合にあっては、みなら特別支援学校）とする。

５ 入学者の選抜方法

特別支援学校長は、報告書、学力検査の成績並びに面接及び

適性検査の結果を資料とし、当該学校、学科等の特色を踏まえ

て、その教育を受けるに足る能力・適性等を総合的に判定して

入学者を選抜する。

６ 合格者の発表

合格者の発表は、令和２年３月１９日（木）午前１０時に、当該

特別支援学校（松山城北分校にあっては、みなら特別支援学校）

において、受検番号を掲示して行う。

７ 学力検査結果の口頭による開示請求

� 学力検査の結果については、愛媛県個人情報保護条例（平

成１３年愛媛県条例第４１号）第２９条第１項の規定に基づき、口

頭により開示請求をすることができる。

� 口頭による開示請求をすることができる期間は、令和２年

３月１９日（木）から１月間とする。

� 口頭による開示請求は、入学志願者本人が本人であること

を確認できる書類（受検票等）を持参の上、土曜日、日曜日

及び国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規

定する休日を除く日の午前９時（３月１９日（木）にあっては、

午前１０時）から午後５時までに、志願先の特別支援学校（志

願先が松山城北分校の場合にあっては、みなら特別支援学校）

で行うこと。

なお、電話、はがき等による請求はできない。

� 開示内容については、次のとおりとする。

学力検査の教科別得点とその合計得点

第３ 専攻科入学者選抜

１ 出願

� 出願資格

入学を志願できる者は、その障がいが学校教育法施行令第

２２条の３の表に定める程度の者で、次のいずれかに該当する

ものとする。

ア 令和２年３月末日までに特別支援学校の高等部、高等学

校又は中等教育学校（以下「高等部等」という。）を卒業

する見込みの者

イ 高等部等を卒業した者又はこれと同等以上の学力がある

と認められる者

� 出願期間

本科入学者選抜の場合に準ずる。

� 高等部本科との併願

入学志願者は、松山盲学校の高等部本科のいずれかの学科

を第２志望とすることができる。

� 出願手続

ア 入学志願者は、入学願書に受検票を添えて、在籍又は出

身の高等部等の校長（以下「在籍高等部等校長」という。）

を経て（在籍及び出身の高等部等のない場合にあっては、

直接）、松山盲学校長に提出しなければならない。

イ 県外からの出願手続は、本科入学者選抜の場合に準ずる。

２ 報告書

� 在籍高等部等校長は、次の報告書に、入学志願者の卒業証

明書又は卒業見込み証明書を添えて、令和２年２月１２日（水）

午前９時から同月２０日（木）午後４時までに、松山盲学校長

に提出するものとする。

ア 調査書

イ 健康診断票

ウ 眼科診断票

なお、郵送等の場合も、同期間内に必着のこと。

� 在籍高等部等校長は、やむを得ない事情で所定の報告書を

提出できないときは、その事情を記した事由書及び当該報告

書に代わる参考資料を添えて提出するものとする。

� 松山盲学校長は、報告書の内容について、必要があれば在

籍高等部等校長に説明を求めることができる。

３ 学力検査

入学志願者全員に対して、次により学力検査を行う。

� 検査教科

松山盲学校長が、学科の特色に応じて決定する。

� 検査問題

令和２年度の県立高等学校等の入学者等の選抜に係る学力

検査の検査教科及び出題範囲並びに学力検査等の期日及び合

格者の発表の日について（令和元年５月２４日愛媛県教育委員

会公告）２�イ�に定めるところによる。
� 期日及び日程

検査期日は、令和２年３月６日（金）とし、その日程につ

いては、松山盲学校長が定める。

� 検査場

検査場は、松山盲学校とする。

４ 面接及び適性検査

� 面接

入学志願者全員に対して、面接を行う。

� 適性検査

ア 松山盲学校長が、学科の特色から判断して必要と認める

学科の入学志願者に対して行う。

イ 内容は、松山盲学校長が、学科の特色に応じて決定する。

� 期日及び日程

学力検査の検査期日と同じ日とし、その日程については、

松山盲学校長が定める。

� 検査場

検査場は、松山盲学校とする。

５ 入学者の選抜方法

松山盲学校長は、報告書、学力検査の成績並びに面接及び適

性検査の結果を資料とし、学科の特色を踏まえて、その教育を
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受けるに足る能力・適性等を総合的に判定して入学者を選抜す

る。

６ 合格者の発表

合格者の発表は、令和２年３月１９日（木）午前１０時に、松山

盲学校において、受検番号を掲示して行う。

７ 学力検査結果の口頭による開示請求

本科入学者選抜の場合に準ずる。

第４ その他

この要項に定めるもののほか、入学者選抜に関し必要な事項は、

教育長が定める。

別表 令和２年度愛媛県県立特別支援学校高等部入学定員

学 校 名 学 科 名 入学定員

本 科
普 通 科 ８

松 山 盲 学 校 保健理療科 ８

専 攻 科 理 療 科 ８

ろう

松 山 聾 学 校 本 科
普 通 科 ８

理 容 科 ８

し げ の ぶ 特 別 支 援 学 校 本 科 普 通 科 ２４

み な ら 特 別 支 援 学 校 本 科
普 通 科 ５０

産 業 科 １６

み な ら 特 別 支 援 学 校
本 科

普 通 科 １６

松 山 城 北 分 校 産 業 科 ８

今 治 特 別 支 援 学 校 本 科
普 通 科 ５０

産 業 科 １６

宇 和 特 別 支 援 学 校

（ 聴 覚 障 が い 部 門 ）
本 科 普 通 科 ８

宇 和 特 別 支 援 学 校
本 科

普 通 科 ３０

（ 知 的 障 が い 部 門 ） 産 業 科 １６

宇 和 特 別 支 援 学 校

（ 肢 体 不 自 由 部 門 ）
本 科 普 通 科 ８

新 居 浜 特 別 支 援 学 校
本 科

普 通 科 ３２

産 業 科 ８

新居浜特別支援学校川西分校 本 科 普 通 科 ８

計 ３３０

�愛媛県人事委員会規則７－１２２２
職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則等の一部を改正する規則を次のように定める。

令和元年１０月１８日

愛媛県人事委員会委員長 安 藤 潔

職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則等の一部を改正する規則

（職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則の一部改正）

第１条 職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７－４３）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（管理職手当に関する規則の一部改正）

第２条 管理職手当に関する規則（愛媛県人事委員会規則７－６８）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第１０（第３条関係）

級 別 職 務 区 分 表

１ 行政職給料表級別職務区分表

別表第１０（第３条関係）

級 別 職 務 区 分 表

１ 行政職給料表級別職務区分表

職務の

級区分
部 局 職務の級区分欄の級に含まれる職

職務の

級区分
部 局 職務の級区分欄の級に含まれる職

省略 省略

９級 知事の事務部局

省略

９級 知事の事務部局 政策推進統括部長

省略

省略 省略

２～８ 省略 ２～８ 省略

改 正 後 改 正 前

別表第１（第２条関係） 別表第１（第２条関係）

部 局 公 職 区分 部 局 公 職 区分

知事の事務部局 １種 知事の事務部局 政策推進統括部長 １種
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（管理職員等の範囲を定める規則の一部改正）

第３条 管理職員等の範囲を定める規則（愛媛県人事委員会規則１３－１６）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県公安委員会規則第２号
不正競争防止法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係規則の整理に関する規則を次のように定める。

令和元年１０月１８日

愛媛県公安委員会委員長 渡 部 智磨子

不正競争防止法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係規則の整理に関する規則

省略 省略

省略 省略

省略 省略

備考 省略 備考 省略

改 正 後 改 正 前

別表（第２条、第３条関係） 別表（第２条、第３条関係）

機 関 職 機 関 職

省略 省略

知

事

部

局

本庁 部長 営業本部長 防災安全

統括部長 局長 営業副本部長 医療政策監 技

術監 営業本部マネージャー サイクリング普及

調整監 危機管理監 環境技術専門監 原子力安

全対策推進監 医監 高速道路推進監 技幹 課

長 室長 課長補佐 所長 主幹 営業主幹 専

門員（秘書課及び財政課に属するもの並びに人事

係、組織定員係、人材育成係、給与係及び法令係

が所掌する事務の全部又は一部を専門事項とする

ものに限る。） 秘書 検査班長 船長 主計係

長 調整管理係長 人事係長 組織定員係長 人

材育成係長 給与係長 福利健康係長 共済・年

金係長 広報係長 報道係長 広聴・相談係長 法

令係長 表彰係長 担当係長（秘書課及び総合政

策課に属するもの（総合政策課にあつては、プロ

モーション戦略室及び調整管理係に属するものを

除く。）、予算、庁舎管理及び庁内働き方改革の

推進を担当するもの並びに人事係、給与係及び福

利健康係が所掌する事務の一部を管理するものに限

る。） 主任（秘書課及び財政課並びに人事係、

組織定員係、人材育成係、給与係及び法令係に属

するものに限る。） 主事（秘書課及び財政課並

びに人事係、組織定員係、人材育成係、給与係及

び法令係に属するものに限る。）

知

事

部

局

本庁 政策推進統括部長 部長 営業本部長 防災安全

統括部長 局長 営業副本部長 医療政策監 技

術監 営業本部マネージャー サイクリング普及

調整監 危機管理監 環境技術専門監 原子力安

全対策推進監 医監 高速道路推進監 技幹 課

長 室長 課長補佐 所長 主幹 営業主幹 専

門員（秘書課及び財政課に属するもの並びに人事

係、組織定員係、人材育成係、給与係及び法令係

が所掌する事務の全部又は一部を専門事項とする

ものに限る。） 秘書 検査班長 船長 主計係

長 調整管理係長 人事係長 組織定員係長 人

材育成係長 給与係長 福利健康係長 共済・年

金係長 広報係長 報道係長 広聴・相談係長 法

令係長 表彰係長 担当係長（秘書課及び総合政

策課に属するもの（総合政策課にあつては、プロ

モーション戦略室及び調整管理係に属するものを

除く。）、予算、庁舎管理及び庁内働き方改革の

推進を担当するもの並びに人事係、給与係及び福

利健康係が所掌する事務の一部を管理するものに限

る。） 主任（秘書課及び財政課並びに人事係、

組織定員係、人材育成係、給与係及び法令係に属

するものに限る。） 主事（秘書課及び財政課並

びに人事係、組織定員係、人材育成係、給与係及

び法令係に属するものに限る。）

省略 省略

省略 省略

備考 省略 備考 省略
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選挙管理委員会告示

次に掲げる規則の規定中「日本工業規格」を「日本産業規格」に改める。

� 愛媛県道路交通規則（昭和４７年愛媛県公安委員会規則第２号）別記様式第１号から別記様式第４号まで、別記様式第５号から別記様

式第１５号まで、別記様式第１８号、別記様式第１９号、別記様式第２０号の２から別記様式第２１号の４まで、別記様式第２１号の６から別記様

式第２２号の２まで、別記様式第２２号の５、別記様式第２２号の６、別記様式第２７号、別記様式第２８号の２、別記様式第３０号及び別記様式

第３１号

� 原動機付自転車の運転に関する講習の実施に関する規則（平成４年愛媛県公安委員会規則第１３号）様式第１号及び様式第２号

� 取得時講習の実施に関する規則（平成６年愛媛県公安委員会規則第５号）様式第１号から様式第４号まで

� 愛媛県自動車等の運転に関する特定任意講習の実施に関する規則（平成６年愛媛県公安委員会規則第１０号）様式第１号から様式第４

号まで

� 愛媛県自動車運転代行業の業務の適正化に関する法律施行細則（平成１４年愛媛県公安委員会規則第９号）様式第１号

� 更新時講習の実施に関する規則（平成１４年愛媛県公安委員会規則第１１号）別記様式

� 特定任意高齢者講習及びチャレンジ講習の実施に関する規則（平成１４年愛媛県公安委員会規則第１２号）様式第１号から様式第４号ま

で

� 警備業法施行細則（平成１５年愛媛県公安委員会規則第６号）様式第４号から様式第７号まで

	 取消処分者講習の実施に関する規則（平成１５年愛媛県公安委員会規則第９号）様式第３号及び様式第５号


 古物営業法施行細則（平成１５年愛媛県公安委員会規則第１３号）別記様式第２０号及び別記様式第２１号

� 愛媛県確認事務の委託の手続等に関する規則（平成１７年愛媛県公安委員会規則第６号）様式第１号から様式第５号まで、様式第９号

から様式第１１号まで、様式第１３号、様式第１４号、様式第１６号及び様式第１７号

附 則

１ この規則は、公布の日から施行する。

２ この規則の施行の際現にある改正前の様式による用紙については、当分の間、使用することができる。

�愛媛県選挙管理委員会告示第３９号
令和元年７月２１日執行の参議院選挙区選出議員選挙における公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書の要旨は、次のとおりである。

令和元年１０月１８日

愛媛県選挙管理委員会委員長 大 塚 岩 男

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

１ 選挙の種類 令和元年７月２１日執行 参議院選挙区選出議員選挙（愛媛県選挙区）

２ 公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額） ３８，９２０，１００円

３ 報告書の要旨

候 補 者 氏 名 冨 永 幸 伸 所 属 党 派 自 由 民 主 党
令和元年５月１３日から 第１回分

期 間
令和元年８月２７日まで 第２回分

出納責任者氏名 山 内 誠 司

収 入 支 出

主たる寄附 人件費 １，９７０，０００円

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 家屋費 ３，５０９，０９９

自由民主党愛媛県参議院選挙区第二支部 １０，０００，０００円 選挙事務所費 ３，４３２，４３９

集合会場費 ７６，６６０

通信費 ３０４，０４９

交通費 ２１６，４４４

印刷費 １，５９０，３５０

広告費 ７７６，９２６

文具費 ２０，２８４

食糧費 １４１，２７５

その他の寄附 ０件 ０ 休泊費 ２９４，７６０

その他の収入 ０ 雑 費 １，１６１，９３５

今 回 計 １０，０００，０００ 今 回 計 ９，９８５，１２２

総 計 １０，０００，０００ 総 計 ９，９８５，１２２
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項 目 金 額

選挙運動用通常葉書の作成 ２３５，４５０円

ビラの作成 ８１４，９００円

支出のうち公費負担相当額

ポスターの作成 ５４０，０００円

選挙事務所の立札及び看板の類の作成 １５４，００８円

選挙運動用自動車等の立札及び看板の類の作成 １４３，４２４円

個人演説会の立札及び看板の類の作成 １２２，３６０円

計 ２，０１０，１４２円

報告書受理年 月 日
令和元年８月５日

令和元年８月３０日

第 １ 回 報 告 分

第 ２ 回 報 告 分

候 補 者 氏 名 永 江 孝 子 所 属 党 派 無 所 属
令和元年５月１０日から

期 間 第１回分
令和元年７月２０日まで

出納責任者氏名 永 江 弘 喜

収 入 支 出

主たる寄附 人件費 ６３５，０００円

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 家屋費 ２，２５２，１６５

国民民主党 ３７，０００，０００円 選挙事務所費 １，９７５，２４２

集合会場費 ２７６，９２３

通信費 ２，８４７，８０３

交通費 ３４５，７３３

印刷費 ８，６２２，３４２

広告費 ５，０１０，０１９

文具費 ３６３，０５１

食糧費 ２６６，８０８

その他の寄附 ０件 ０ 休泊費 ３０５，０００

その他の収入 ０ 雑 費 １，２２３，６９３

今 回 計 ３７，０００，０００ 今 回 計 ２１，８７１，６１４

総 計 ３７，０００，０００ 総 計 ２１，８７１，６１４

項 目 金 額

選挙運動用通常葉書の作成 ３１７，９００円

ビラの作成 ８５２，６００円

支出のうち公費負担相当額

ポスターの作成 １，２９０，３００円

選挙事務所の立札及び看板の類の作成 ３２９，１８４円
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選挙運動用自動車等の立札及び看板の類の作成 ２０７，３６０円

個人演説会の立札及び看板の類の作成 １９８，１８０円

計 ３，１９５，５２４円

報告書受理年 月 日 令和元年７月３０日 第 １ 回 報 告 分

候 補 者 氏 名 椋 本 薫 所 属 党 派 ＮＨＫから国民
を守る党 令和元年７月１０日から

期 間 第１回分
令和元年７月１０日まで

出納責任者氏名 椋 本 薫

収 入 支 出

主たる寄附 人件費 ０円

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 家屋費 ０

選挙事務所費 ０

集合会場費 ０

通信費 ０

交通費 ０

印刷費 １２，２１４

広告費 ０

文具費 ０

食糧費 ０

その他の寄附 ２件 １２，２１４円 休泊費 ０

その他の収入 ０ 雑 費 ０

今 回 計 １２，２１４ 今 回 計 １２，２１４

総 計 １２，２１４ 総 計 １２，２１４

項 目 金 額

選挙運動用通常葉書の作成 ０円

ビラの作成 ０円

支出のうち公費負担相当額

ポスターの作成 ０円

選挙事務所の立札及び看板の類の作成 ０円

選挙運動用自動車等の立札及び看板の類の作成 ０円

個人演説会の立札及び看板の類の作成 ０円

計 ０円

報告書受理年 月 日 令和元年８月２日 第 １ 回 報 告 分
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公営企業公告

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

令和元年１０月１８日

愛媛県公営企業管理者 兵 頭 昭 洋

１ 入札に付する事項

� 件名

公営企業管理局ＬＡＮ端末等の借入れ

� 借入物品名及び数量

公営企業管理局ＬＡＮ端末等 一式

（使用にあたり必要な運搬、搬入、設置、調整、説明等一式

を含む。）

� 借入物品の内容等

入札説明書及び仕様書による。

� 借入期間

令和２年３月１日から令和７年２月２８日まで

� 借入場所

・愛媛県公営企業管理局総務課

・愛媛県公営企業管理局発電工水課

・愛媛県公営企業管理局県立病院課

・松山発電工水管理事務所

・松山発電工水管理事務所用水管理課

・松山発電工水管理事務所面河ダム出張所

・松山発電工水管理事務所銅山川支所

・今治地区工業用水道管理事務所

・西条地区工業用水道管理事務所

・県立中央病院

・県立今治病院

・県立南宇和病院

・県立新居浜病院

� 設置完了日

令和２年２月２８日（金）

� 入札方法

ア この公告の入札は、愛媛県電子入札運用基準（製造の請負

等編）に定義するシステム（以下「電子入札システム」とい

う。）による。ただし、愛媛県電子入札運用基準（製造の請

負等編）７�又は�の規定により紙入札による参加承諾を受
けた者にあっては、紙入札を行うことができる。

イ 入札金額は、１月当たりの借入代金とすること。

また、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に

当該金額の１０パーセントに相当する額を加算した金額（当該

金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨

てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、

消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者

であるかを問わず、見積もった契約金額の１１０分の１００に相当

する金額を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、平成３１年度の製造の請負等に係る一般競争

入札に参加する資格を有すると認められた業者で、次の事項に該

当する者

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 開札の日において、知事が行う入札参加資格停止の期間中に

ない者であること。

� 公告で示す物品を設置完了期限までに確実に納入できること

を証明した者であること。

３ 入札書の提出方法等

� 提出書類及び入札書の提出方法

電子入札システムによる。

� 契約条項を示す場所、入札説明書の交付場所及び問い合わせ

先

愛媛県公営企業管理局総務課財産管理係

〒７９０―８５７０ 愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話番号 （０８９）９１２―１０００ 内線４６２３

又は（０８９）９１２―２７９４

� 入札書の交付方法

ア 交付場所

�に掲げる場所で交付する。
イ 交付時期

公告の日から令和元年１１月１５日（金）午後５時００分まで

� 入札書のほかに提出する書類の受領期限

令和元年１１月１５日（金）午後５時００分まで。

� 入札書の受領期限

電子入札システムによる場合は、令和元年１１月２６日（火）か

ら令和元年１１月２８日（木）までの電子入札システム稼動時間中

（午前９時００分から午後８時００分まで（ただし、１１月２８日は午

前９時５９分まで））。

紙入札による場合は、令和元年１１月２８日（木）午前９時５９分

まで。

� 開札の日時及び場所

令和元年１１月２８日（木）午前１０時００分

愛媛県公営企業管理局大会議室（愛媛県庁第二別館２階）

� 問い合わせ先

愛媛県公営企業管理局総務課財産管理係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―１０００ 内線４６２３

又は（０８９）９１２―２７９４

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県公営企業会計規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程

第９号）第１７６条において例によることとされる愛媛県会計規

則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から第１３７条までの規

定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示した

物品を納入できることを証明する書類を、入札説明書等に基づ

き令和元年１１月１５日（金）午後５時００分までに提出しなければ

ならない。

なお、愛媛県公営企業管理者から当該書類の内容に関し説明

を求められた場合は、これに応じなければならない。

� 入札の無効
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２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 契約保証金

愛媛県公営企業会計規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程

第９号）第１７６条において例によることとされる愛媛県会計規

則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１５２条から第１５４条までの規

定による。

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると愛媛県公営企業管理者

が判断した入札者であって、愛媛県公営企業会計規程第１７６条

において例によることとされる愛媛県会計規則第１３３条の規定

に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低価格をも

って有効な入札を行ったものを落札者とする。

� 入札書の提出方法

電子入札による場合は、電子入札システムにより入札金額及

び電子くじ入力番号を入力の上、提出すること。

紙入札による場合は、入札書を直接又は郵便（書留郵便に限

る。）により３�に掲げる場所に提出すること。
� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the product to be leased： Public

Enterprise Management Bureau Local Area Network

terminal，１ set

� Time limit of tender：９：５９ a．m．，２８ November２０１９

� For further information， please contact： Property

Management Section，General Affairs Division，Public

Enterprise Management Bureau， Ehime Prefectural

Government，４―４―２ Ichibancho，Matsuyama，Ehime

７９０―８５７０ Japan

TEL０８９―９１２―２７９４

�������
�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

令和元年１０月１８日

愛媛県公営企業管理者 兵 頭 昭 洋

１ 入札に付する事項

� 件名

肱川発電所主要変圧器等処理業務委託

� 業務概要

肱川発電所主要変圧器等低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物の

収集運搬及び処分

� 業務の内容等

入札説明書及び仕様書による。

	 履行期限

令和２年３月２３日（月）まで

� 保管場所

愛媛県大洲市肱川町宇和川５９７（愛媛県肱川発電所）

� 入札方法

入札金額は、業務に係る費用の総額とすること。

落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額

の１０％に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端

数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）を

もって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税

に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積

もった契約金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載す

ること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、平成３１年度の製造の請負等に係る一般競争

入札に参加する資格を有すると認められた業者で次の事項に該当

するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� この公告で示す業務を履行期限までに確実に履行できること

を証明した者であること。

� 開札の日において、知事が行う入札参加資格停止の期間中に

ない者であること。

	 法令等の定めによる許認可等に基づく事業を行っていること

を証明した者であること。

３ 入札書の提出方法等

� 入札書等の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付

場所及び問合せ先

愛媛県公営企業管理局総務課財産管理係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２７９４

� 入札説明書の交付方法

公告の日から令和元年１１月１５日（金）までの執務時間中（午

前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、最終日は午後５時

００分まで）に、�に掲げる場所で交付する。
� 入札書のほかに提出する書類の受領期限

令和元年１１月１５日（金）午後５時００分まで。

	 開札の日時及び場所

令和元年１１月２７日（水）午前１１時００分

愛媛県公営企業管理局大会議室

（愛媛県庁第二別館２階）

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県公営企業会計規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程

第９号）第１７６条において例によることとされる愛媛県会計規

則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から第１３７条までの規

定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示す業

務を履行できることを証明する書類を、入札説明書等に基づき

令和元年１１月１５日（金）午後５時００分までに提出しなければな

らない。

なお、愛媛県公営企業管理者から当該書類の内容に関して、

説明を求められた場合は、これに応じなければならない。

	 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に
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求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 契約保証金

愛媛県公営企業会計規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程

第９号）第１７６条において例によることとされる愛媛県会計規

則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１５２条から第１５４条までの規

定による。

� 落札者の決定方法

この公告に示した業務を履行できると愛媛県公営企業管理者

が判断した入札者であって、愛媛県公営企業会計規程第１７６条

において例によることとされる愛媛県会計規則第１３３条の規定

に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低価格をも

って有効な入札を行ったものを落札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Contents to be outsourced： PCB waste treatment

� Bit opening minutes：１１：００ a．m．，２７ November２０１９

� For further information， please contact： Property

Management Section，General Affairs Division，Public

Enterprise Administration Bureau，Ehime Prefectural

Government，４―４―２ Ichibancho，Matsuyama，Ehime

７９０―８５７０ Japan

TEL０８９―９１２―２７９４

令和元年１０月１８日 発行
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